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1. はじめに

1. はじめに ー持続可能社会のための新エネルギー拠点の構築ー

拠点リーダー 吉川逼

京都大学エネルギー理工学研究所

s-yoshi@iae.kyoto-u.ac.jp 

地球温暖化が現実味を帯び、化石資源の枯渇が喫緊

の課題となってきたことから、新エネルギー開発が「人

類社会の持続可能な発展」に直接関わる焦眉の急と認

識されつつある。 1997年の気候変動枠組み条約第3回

締約国会合 (COP3)において採択された京都議定書で

は化石資源を使わない環境調和型新エネルギーヘの

代替が強く求められている。 2007年2月に発表された

気候変動に関する政府間パネル (IPCC)の報告書は、

地球温暖化の原因を化石燃料によるものとほぼ断定し

ており、このままでは人類は破滅コースをたどると警告

している。今後、 そう遠くない時期に人類は、定められ

た二酸化炭素の排出枠の中でしか生活あるいは産業活

動をできないという事態にいたるものと予想される。

本COEでは、このような社会変革への対応を目指

して、京都大学大学院エネルギー科学研究科、エネル

ギー理工学研究所、生存圏研究所（旧宙空電波科学

研究センター）の3部局が合同で、「環境調和型エネル

ギーの研究教育拠点形成」を目標とする提案を行い、

平成14年度の文部科学省のCOEプログラムに採択さ

れ5年間にわたり事業を進めてきた。

本研究拠点形成計画では、環境に優しい新エネル

ギーシステムとして、 ①太陽エネルギーの創製・変換 ・

利用技術、 ②水素エネルギーの製造・貯蔵・利用技術、

③バイオエネルギーの創製•利用技術、の研究開発を

推進するとともに、 ④エネルギー削減型社会の形成を

含む、真に環境に調和したエネルギーシステムの構築を

目指した研究拠点形成を目的としてきた。

一方、教育拠点形成では、特に、エネルギー科学が

世界的視野からの判断能力とバランス感覚が必要であ

ることから、国内外のエネルギー研究機関との連携な

らびに人文・社会系との連携を図り、国際社会ならびに

地域社会のニーズを的確に把握し、国際的に通用する

人材の養成を目指した。

また、これらの研究教育拠点化活動を円滑に推進す

るための組織として、国際環境調和型エネルギー情報

センターを設立し、エネルギー情報の発信・政策提言を

行うとともに、国際連携、産官学連携を推進し、大学の

社会的責務を果すことを目的として活動を進めてきた。

この5年間の事業を通じて、太陽エネルギータスクで

は、 1Dナノ材料による超階層ナノ構造をもつ有機薄膜

太陽電池や色素増感太陽電池など、有機太陽電池の国

際拠点を構築した。また、宇宙太陽光発電(SolarPower 

Satellite/Station、SPS)では、METLAB,SPSLABのよう

な専用施設を有し拠点化しており、宇宙空間で太陽光

発電により得られたエネルギーをマイクロ波で地上に

伝送するための小型軽量高効率のマイクロ波送電器や

安全性の高いマイクロ波ビーム制御技術において世界

最高の性能を持つ素子の開発に成功した。また、人工

太陽とも言えるプラズマ核融合技術では、ヘリカル磁場

や、球状トカマクなど、世界を先導する磁場閉じ込め方

式の提案を行うとともに、熱流束と粒子束を制御するた

めの炉工学の分野でも世界をリードする研究拠点を構

築した。

一方、水素エネルギーでは、クリーンなエネルギー媒

体としての水素の生成・貯蔵・輸送・利用に関わる独創

的研究を進め、アンモニア等の化合物水素媒体による

水素貯蔵輸送利用システムや、一室型燃料電池など次

世代燃料電池・小型高出力水素エンジンの開発など新

たな水素エネルギーシステムに資する研究拠点を構築

した。

バイオマスは現下、環境調和型エネルギー源として

最も期待されているが、オンサイトでの処理技術など課

題も多い。本COEでは、京大独自の超臨界流体による

バイオマスからの糖生産及びアルコール発酵によるエタ

ノール変換、植物油からのバイオディーゼル燃料創成

のための新規なプロセスの開発など新規なバイオ燃料
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の国際的研究拠点を確立した。

環境調和型トータルエネルギー評価タスクでは、新

エネルギーシステムの環境への影響や社会的受容性に

ついて解析・評価し、真に環境に調和したシステムにつ

いて持続可能性指標を提案するとともに、未来のエネ

ルギー需給シナリオを提言、世界的な評価拠点を形成

した。

教育タスクでは、国際エネルギー科学スクールを実

施するとともに、広範なエネルギー研究に対応した教科

書を揃え、英語訳により国際化に対応できる体制を整

えた。エネルギー問題の解決は市民の協力なしに不可

能であり、 47都道府県で「エネルギーと環境」に関す

る市民講座を開催した。

国際連携ではアジアとのパートナーシップが取り分

け重要であることから、タイに海外拠点を設け、東南ア

ジア諸国との連携を深めた。「持続可能なエネルギーと

環境」国際会議(SEEMeeting)を2度開催し、新エネル

ギーイニシャティブを柱に、アジア各国との連携のため

のSEEフォーラムをスタートさせるとともに、国内でも

新エネルギーフォーラムを結成した。

以上のようなCOE活動は、今後は国際新エネルギー

連携機構に引き継がれ、拠点活動を展開していく計画

である。今後、本 COEの活動がいささかでも、地球温

暖化防止に役に立ち、国際的な研究拠点の一つとして

役割を担っていけることを期待するとともに、関係各位

のこれまでの努力に感謝したい。

最後に、このような COEの機会を与えていただいた

文部科学省を初めとする諸機関に深く感謝するととも

に、こ協力、こ支援いただいた関係各位に対し、厚く御

礼申し上げます。
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2.2030年に向けたエネルギー需給シナリオの策定
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2.2030年に向けたエネルギー需給シナリオの策定

2.1 シナリオ設定
本シナリオは再生可能エネルギーを可能な限り導入

しながら2030年に二酸化炭素排出量を2004年に比べ

て50%削減することを目標とする。さらに、非化石エネ

ルギーを50%導入することを視野に入れる。そのため

の日本におけるエネルギー需給の可能性とその実現に

対して求められる技術、経済的課題の抽出を目的として

いる。本シナリオは2030年を予測するものではなく、議

論のための基盤となるものである 1)0 

2.2 現状分析
図2.1に示すとおり2004年の一次エネルギ一国内供

給量は、約22,678PJ(542Mtoe) 2iであり、石炭4,937PJ

(118Mtoe)、石油10,732PJ(256Mtoe)、天然ガス3,283

PJ (78Mtoe)、原子力2,542PJ(61 Mtoe)、再生可能エ

ネルギー 1,182PJ(28Mtoe)であり、非化石エネルギー

22678 22111 

（含原子力）は16.5%を占めている（エネルギー・経済

統計要覧2006)。

日本における京都議定書の対象となっている二酸化

炭素排出量は、約1279MtC02と推定されている。また、

その内訳として各部門別の割合をみると、セメント製造

時等の化学反応による工業プロセスにおいて4%、発電

所、ガス工場、製油所等での自家消費分において6%、

製造業、建設業、鉱業、農林水産業のエネルギー消費に

よる産業部門において36%、貨物車や企業の自家用車、

船舶等の運輸部門において14%、商業、サービス、事業

所等の業務部門において18%、そして家庭での冷暖房、

給湯、家電使用や家庭の自家用車使用の民生部門にお

いて約21%を占める（環境省、 2004)。民生部門（家計）

における排出量は21%であるが、この部門の排出量のう

ち7%が自家用車によるものである（図2.2)。

15460 -
家庭
(2234) 

業務
(1947) 

石油
(10732) 

一次エネルギー 二次エネルギー

図2.12004年度のエネルギーバランス（エネルギー・経済統計要覧2006)

最終需要

1) ここに掲げる数値はまだ検討途中にあり、今後の検討において修正される可能性がある。

2) 1 PJ=2.39 x 10"kcal=2.39 x 1が石油換算トン(toe)、電力の一次エネルギーは、 1kWh = 2150kcalとした。
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運騎（貨物、船船など）

図2.2 2004年 CO2排出部門別内訳 環境省

三

2.3 2030年一次エネルギー供給
次に、本シナリオが提案する、一次エネルギー供給に

ついて次のように目標を定める。まず、再生可能エネル

ギーについては利用可能量の推計データに基づき定め

た。太陽光は一戸建て住宅の30%に4kW、共同住宅の

10%に10kW、工場、公共施設、高速道路、鉄道、新幹

線、 ー級河川にパネルを設置し8600万kWの設備容量

とした （図2.3)。太陽熱は太陽光の80%、バイオマスは

NEDOバイオマスGISデータより（図2.4)、風力はNEDO

のデータよりそれぞれの利用可能量の値を元に推定した

（図2.5)。表2.1に個々の値を示す。

次に、二酸化炭素排出量目標から化石エネルギー供

給可能量を定める。石炭は鉄鋼業などの工業用途への

需要を満たすため大幅な削減は困難であること、天然

ガスはほぼ現状どおり供給が可能であることから石油

の大幅な削減を目指すこととした。これは今後の原油価

格の高騰などから現実とそれほど乖離しているとは考

えにくい。また、石油の多くは自動車用燃料として使わ

れているが、バイオディーゼル、エタノールなどの代替燃

料供給が可能となることを念頭においている。この可能

性については個別に評価する。

）
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太陽光発電

図2.3 都道府県別太陽光発電容量（住宅設置分）

風力発電

0 400km 
I I I I I 

(GJ) 

9504 796. 4 
7190947 8 
4877099 2 
2563250. 6 

可・o1
7-/i 

バイオマス （廃棄物除 く）0 400km 
I I I I I 

図2.4 都道府県別パイオマス資源（廃棄物を除く） 利用可能塁

（万kW)

94. 64 
50 00 
20. 00 
10. 00 

可・o1
・ヽi

0 400km 
I I I I I 

図2.5 都道府県別風力発電設備容量

表2.1 再生可能エネルギー豊内訳(PJ)

水力 地熱 太陽光 太陽熱 バイオマス 風力等 輸入

2004年

2030年

837 

837 

41 

42 4
 

9

7

 7
 

28 

620 

255 

837 

12 

108 5゚91 
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2. 2030年に向けたエネルギー需給シナリオの策定
i●●● • 

表2.2 2004年および2030年のエネルギー供給量内訳 (PJ)

非化石エネルギー 化石エネルギー
合計

原子力 再生可能 天然ガス 石油 石炭

2004年 2542 1182 3283 10732 4937 22678 

2030年 3014 3810 3266 4354 2303 16747 

また、現状からの原子力の大幅な増加は見込めない

ことからほぼ現状どおりであるとした。 2030年の供給

量を表2.2に示す。総供給量は16747PJ(400Mtoe)で

あり、この量は図2.6に示すように1986年から1987年

の日本の一次エネルギー供給量にあたる。このとき CO2

排出量は583MtC02となり2004年比54%減(1990年比

46%減）となり目標を達成している。この想定では非化

石エネルギー（原子力、再生可能エネルギー）は40.7%

を占めている。さらに、非化石エネルギー 50%導入のた

めには、 1550PJ(37Mtoe)の化石燃料を非化石エネル

ギーに置き換える必要がある。本シナリオの特徴は図

2.7に示すように他のものと比較して、石油の削減に重

点をおいているところにある。

〈本21COEにおける研究との関連〉

•安価で効率の良い太陽光発電システムの開発。 2030

年までに8600万 kWの設備が必要である。これは太陽

光発電協会の目標値である8100万kWよりも多いが、

本21COEの成果である次世代太陽光発電技術の投入

などが必要である。

•種々のバイオ起源資源からのバイオ燃料の開発も課

題である。農業廃棄物、畜産廃棄物、森林廃棄物など

多彩なバイオマス資源からのバイオ燃料の転換がオン

サイトで行える技術が必要とされるが、本21COEで開

発されている超臨界転換技術やウッドバイオマスのエ

タノール化を用いることが必要である。

•風力や太陽光発電は変動が激しく、効率のよいエネル

ギー貯蔵システムが必要となる。また、海外からのバイ

オマスなどの再生可能エネルギーの輸入が必要であ

る。本21COEで開発された水素エネルギーシステムや

アンモニアを媒介とした高効率エネルギー貯蔵システ

ムの利用が必要となる。

2.4 2030年のエネルギー消費
本シナリオの最終エネルギー消費であるが、各部門

で次のようにシナリオ設定した。

民生部門

民生部門においては総量を1987年の消費量までエ

ネルギー削減をする必要がある。これは2004年に比

べて約30%のエネルギー削減となる。家庭の省エネル

1987 

1990 

2004 

20000 25000 

Primary Energy (PJ) 

図26 一次エネルギー供給量(PJ)

■ I 一 新エネ[ 原子力

［ 
］ .. i . 三1 ー 水力

[ ガス

亡ご］石油

一 一 石炭

; 0， 00 ＝量• 200＇ 00 250， 00 10000 15000 

Primary energy (PJ) 

図27 他のシナリオなどとの関係 (PJ)

.. .... 

t 
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2 0 
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1 2 
1 0 
0 8 

硲／ LJ 

可 •o~
フ孟

家庭CO2

゜
400km 

一 新エネ

原子力

ー 水力

ガス

石油

一石炭

図2.8 都道府県別民生部門家庭からの一人当たりのCO2排出

ギーを3%とし、暖房用の石油をCOP(成績係数） 6 

のエアコンに置き換え、さらに20%の都市ガスを太陽

熱などでまかなえるものとした。業務部門においては

10%の省エネルギー、その他は家庭部門と同様に石

油を電気に置き換え、都市ガスを太陽熱で置き換えら

れるとした。また、北海道や東北地方においては風力、

バイオマスなどの新エネルギー資源が豊富であり（図

＇ 
，
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2.4、2.5参照）これにより暖房需要の大きい北日本（図

2.8参照）の需要をある程度まかなえると考えられる。

要するに、人口密集地においては、効率のよい輸送方

法により石油消費量を減らし、非人口密集地において

は新エネルギーを地産地消することが効率的である。

運輸部門

運輸部門においても25%の削減を必要としている。

ここでは、 20%の燃料消費率の改善と10%の台数削

減により達成できるものとした。それには都市域の効

率の良い輸送体系の確立が望まれる。路面電車など

の公共交通機関により乗用車を削減することやトラソ

ク輸送から鉄道、船舶へのモーダルシフトが必要であ

る。また、燃料構成の約30%をバイオディーゼル油な

どの新エネルギーヘの転換も必要とされる。そのため

の技術開発が必要であり、これは主に非人口密集地

における輸送に用いることが推奨される。

産業部門

産業部門においては総量の20%を削減する必要が

ある。ここでは重油の使用を天然ガス、電力へ置き換

え、全体の効率を15%向上するとした。これは運輸部

門における乗用車の削減により自動車生産の縮小に

よる寄与や、建設部門の縮小が考えられる。そのほか、

特に石油関連産業の縮小が求められる。産業部門に

おける燃料は石油から新エネルギーあるいは電力、天

然ガスヘの転換が求められる。

〈本21COEにおける研究との関連〉

•乗用車の燃費改善には軽量化が重要な技術要素であ

る。およそ20%の軽量化で10%の燃費改善が期待さ

れ、本21COEで開発された軽量化技術が重要な要素

となる。

•家庭部門や業務部門の省エネルギーにおいてはそれ

ぞれ3%、10%を見込んでいるがこれは本21COEで検

討された環境教育や社会システムの効率化などにより

達成可能となる。

以上まとめると2030年のエネルギーバランスは図2.9の

ようになる。

2.5 さらなる挑戦
非化石エネルギー 50%導入については、新エネル

ギーの更なる投入がなされなければならない。しかし、

本シナリオで想定している輸入バイオマスなどの削減に

ついても考慮する必要がある。さらに、 2030年以降の

削減においては宇宙太陽光発電、核融合などが必要と

なるであろう。これに対しては、本21COE拠点の持続的

な展開が重要となる。

16747 16747 

原子力
(3014) 

11 ，発電 I I却車涙大
12035 
家庭

電力 1 l Ic業1e務5s) 
(3434). 

(1422) 

天?f，四 IIク~E~:-~ ,」浜~I ~ら；
l戸~JJグ ヽ ！燃料油 (2908)11 、、一 ~ 1

石油
(4354) 

一次エネルギー 二次エネルギー 最終需要

函2.9 2030年のエネルギーバランス (PJ)



3. 新エネルギー開発拠点の今後の展開
●●●●●●●●●●●●● "●●●●●  ． 
3. 新エネルギー開発拠点の今後の展開

拠点リーダー吉川逼

3.1 新エネルギーイニシャティブの推進
以上のような、エネルギーシナリオを実現するために

は何が必要であろうか。

本COEでは「新エネルギーイニシャティブ」を提言

の柱として拠点活動を推進している。これは、二酸化炭

素削減、エネルギー自給率の拡大などとあわせて、今後

のエネルギー政策の重点として国内外に向けて提言し

ているものである。

再生可能エネルギーを中心とする新エネルギーで化

石燃料を代替することは、資源的には充分に実現が可

能といえる。わが国の新エネルギーの定義は多様で、実

用性に富み、省エネ、減エネも期待される効果が同一で

あれば、新エネルギーの範疇に加えてもおかしくないほ

どの柔軟性を持っている。

しかし、わが国では欧米に比べて新エネルギーヘの

取り組みが緩やかで、今後、新エネルギー開発は、わが

国にとって最大の課題といっても過言ではない。再生可

能エネルギーの利用が進まないのは、高コストと効率の

悪さ、技術が未成熟、残された安全性の課題など多様

であり、今後のイノベーションが最も重要な領域といえ

る。

本COEでは、太陽エネルギー、水素エネルギー、バイ

オエネルギーの3つのタスク分野の新エネルギー技術

を取り上げ重点的な取り組みを進めてきたが、その中か

ら優れた成果を上げつつある6つの領域について研究

ユニットを立ち上げた。これらのユニットは、規模、取り

組みなどのレベルは其々に異なるものの、いずれも世界

的な研究拠点として注目されつつある。今後は、これら

のユニットに加え新たな新エネルギー研究領域を増や

していけるような機構を考えていく必要がある。

しかし、新エネルギー導入に当たっては、政策的な

ツールを使うなど戦略的な取り組みが欠かせない。欧

州における取り組みはこのことを如実に示している。

新エネルギー導入の先進国であるドイツでは、再生

可能エネルギーの拡大については極めて楽観的である。

ドイツのブッパタール研究所のワイゼッカーは、その著

書「地球環境政策」の中で、今後、 20-50年の間で枯

渇性資源の消費量は大幅に削減可能であるとしてい

る。 21世紀においては、エネルギーに徐々に重い税金

を課することによって、効率のよい、エネルギーシステム

に移行する原動力が生まれると考えている。試算では、

価格が2倍になれば4分の1、5倍になれば約半分を再

生可能エネルギーで賄うことになると予想している。こ

のような考えはドイツの再生可能エネルギー法 (EEG

法）にも生かされており、新エネルギーの急激な利用拡

大に繋がっている。石油価格の高騰が続く今、各国にお

いて急速にエネルギー転換が始まっており、支援策をと

らないわが国との格差が拡大するのではないかと危惧

される。

本COEのもう一つの柱が社会への発信にあり、我が

国のエネルギー政策への積極的な提言をすすめること

が求められている。今後、拠点からの政策提言の柱とし

て、新エネルギーイニシャティブを据え、国内外との連

携をコアに発信を進めていく計画である。

3.2 国際新エネルギー連携機構
以上のような要請をふまえ、新エネルギーイニシャ

ティブのリーディングを進めつつ、5年間に構築されて

きた本COEの諸事業を継続的に展開していくために、

恒常的な拠点として「国際新エネルギー連携機構」を

立ち上げる。本組織は、研究ユニットとともに、教育ユ

ニット、連携ユニットを設け、独自の活動としてデーター

ベース構築を掲げている。

3.2.1研究ユニット

連携機構には、世界に発信すべき先端的な新エネル

ギー研究を担う研究ユニットを設ける。研究ユニットの

要件は、独自の技術をベースとして、国内外の研究者を

ひきつけ、国際的な研究教育機関との連携が可能な研

究グループ単位であり、今後更に多くの研究グループの

参画が見込まれるが、現時点では本COEで拠点化の進

んだ6つの研究ユニットから出発する。

以下にその概要を示す。

1) 次世代太陽電池ユニット 有機太陽電池、超階層

ナノ構造素子などの第三世代の太陽電池の研究を

産官学連携のプロジェクトとして実施する研究ユ

ニットである。これを展開していく上で、ナノ構造形

成が不可欠であり、エネルギーナノサイエンス分野

の協力の基に拠点形成を図る。

2) 宇宙太陽光発電ユニット コンパクトなマイクロ

ウェーブ発信・受信装置など開発した多くの要素

技術での産官学連携研究を実施する。既に設置さ

れている、 METLABやSPSLABなどの全国共同利

用施設を基に、学におけるSPSの中核機関として

の整備を図る。

＇ 

＇ 
11 
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国際新エネルギー連携機構の組織図

次世代太陽電池ユニット

宇宙太陽光発電ユニット

人工太陽（核融合）ユニット

次世代水素エネルギーユニット

次世代バイオエネルギーユニット

新エネルギーシステム評価ユニット

長中短期プログラム

国際交流

新エネルギーフォーラム

SEEフォーラム

3) 人工太陽（核融合）ユニット ヘリオトロンJ、球状

トカマクなど独自の多様なプラズマ閉じ込め技術

を基にITERの次を視野に入れた次世代核融合シ

ステムの提案を行える研究グループ形成を図る。ま

た、その実用化をにらんだ炉工学の研究整備を図

る。

4) 次世代水素エネルギーユニット 水素エネルギー

システムの実現にとって必要となる、水素の貯蔵輸

送利用技術の全般にわたる先端研究を実施する。

取り分けー室型燃料電池やFHFCなど、次世代燃

料電池の開発を進めるとともに、この分野でキーと

なる先端エネルギー材料開発の研究を重点的に

実施する。

5) 次世代バイオエネルギーユニット 超臨界法に基

づくバイオマスプロセシングシステムをベースとし

て、循環型資源サイクルシステムの構築を目標とす

る。また、これに遺伝子工学等の知見を加えた高付

加価値な物質生産システムヘの展開を図る。

6) 新エネルギーシステム評価ユニット 以上のよう

な新エネルギーの提案を横断的に評価し、提案し

ていくための指標を作成するとともに、必要なデー

ターベースの構築を行い一般に公開していくととも

に、新エネルギーシステムとして提言をまとめて行

く横断的な研究ユニットとして整備する。

上記の研究ユニットは必ずしも固定的なものではなく、

今後、工学系、農学系などの広範なエネルギーユニット

オープンアクセスデータベース整備

新エネルギーシステムの提案

新 エネルギー産学官連携

官：政策立案者

・エネルギー安全保障問題

・地球温暖化防止政策

産民間企業

•新エネルギーシステム導入
•新エネルギーシステム製造販売
•新エネルギーシステムサービス提供

を加え、より総合的な新エネルギー拠点の形成が可能

となるものと考えている。

3.2.2教育ユニット

実際に新エネルギーイニシャティブを推進していくに

は、新エネルギーシステムを開発する人材の育成が急

務である。エネルギー科学は極めて実用性の高い学問

領域であるが、そのニーズは産官学公民其々のセクター

により異なる。そこでエネルギー関連の人材を育成する

ための組織としては、今後、文理融合型の研究教育組

織が重要となる。

本拠点はそのようなことを実現していくための学内部

での連携を作り上げるための機能をも備えるものであ

る。そのために現在既に協力可能であるエネルギー科

学研究科とエネルギー理工学研究所、生存圏研究所の

3つの部局をコアとしつつ、今後は、経済系、農学、工学

系等を加えより広い領域での教育を実現するとともに6

つの大学で実施されているエネルギー関連のCOEプロ

グラム (6COE)および海外との連携を図りつつ多面的

な要望に応えうる組織の構築を図っていく。

3.2.3 連携ユニット

昨年バンコクで開催したSEE国際会議ではSEE

フォーラムを形成し新エネルギーイニシャティブを広

く進めることが合意された。これに基づき、今年3月に

フォーラムが正式に発足し活動をスタートさせた。ここ

では各大学間での交流を初め産官学の共同研究体制

を確立している。
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またその日本側のカウンターパートとして新エネル

ギーフォーラムも同時に発足した。ここには、エネルギー

関連の5大学のCOEとともに、フォーラムヘの参加を表

明している東大、阪大、熊本大、京都工芸繊維大学、産

業技術総合研究所などの新エネルギーグループの参加

を得てスタートした。

このような、連携活動として既に今年度の第5回

EMSES国際会議の実施が決まっているほか、 2009年

には第3回SEE国際会議の開催も決まっている。これら

の実施主体として、新エネルギー連携機構は連携機能

を求められている。

3.3 持続可能性指標 (SustainabilityIndex) 
の提案
近年、持続可能性科学 (SustainabilityScience)など

の、新しい科学横断的な概念が主張されるようになって

きたが、これは地球環境や生物多様性などにおける変

動の不可逆性が現実味を帯びてきたことの表れとも言

える。しかし人類の持続可能性を考えていく上で、エネ

ルギーはすべての活動の基礎となるものであり、社会の

持続可能性基盤の根幹を支えるものといえる。

エネルギー科学は、このような観点に立った文理融

合型の科学として早急に、再構築される必要がある。し

かしながら、このような学としての取り組みはやっと始

まったばかりであり、我々も21世紀COEによる新エネ

ルギーシステムの提案という形でこのような取り組みを

進めてきた。その結果、次世代のエネルギーシステムで

は資源的な可能性のみならず、地域・社会・環境・経済

・文化・伝統など多くの視点での評価軸が重要であるこ

とが浮かび上がってきた。我々は、新エネルギーを提言

していく際の、総合的な評価軸として『持続可能性指標

(Sustainability Index)』を提唱してきた。

客観的な評価指標を揃え、其々の新エネルギー技術

を公平に学術的に評価できる研究拠点が不可欠であろ

う。そのような拠点は、また、これから開発される、ある

いはされるべき新エネルギーについても純粋に学問的

な観点から評価できるポテンシャルを有する必要があ

る。さらに、このような文理融合型の評価が可能なのは

基礎研究を進める大学をおいてほかにないのではない

かと思う。

このような評価指標は、エネルギーシステムを選択

し、社会との適合化を図っていく上で不可欠のものであ

る。そこで、このような指標による評価を行い、環境調

和型の新エネルギーシステムをこれまでの広域集中的

なエネルギーシステムと区別して、‘‘ジェネレーション3"

と呼ぶことを提案している。ここでは、エネルギーは地

域に根ざしたものとして最適化され、産官学公民の連

携によって地域における多様性はもとより資源的制約、

2100年に向けたわが国のエネルギーシステムの展望

100°10 
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経済性、社会受容性などあらゆる観点からの持続可能

性モデルの構築をすすめるものである。

3.4 ポスト COP3(次期京都議定書）への
提案
持続可能な発展(SustainableDevelopment)は本来、

1987年のブルントラント委員会の報告書で提起された

概念であって、以降、 1997年の気候変動枠組み条約第

3回締約国会合(COP3)において署名された京都議定書

において、多くの国による温室効果ガスの排出規制とい

う形で現実的な連携を促すことに成功した。

しかし、この条約は最大のエネルギー消費国であるア

メリカが批准を見送っていることや、社会インフラの整

わない中国・インド・東南アジア諸国を含む発展途上国

は参加しにくく、従って、義務を負わないですむ不平等

条約であることなど多くの問題を抱えたままであり、こ

のままでは早急な温暖化防止策の実行は事実上不可

能というのが現実である。

そこで、現在、 COP3に替わる、 2013年以降のポスト

COP3では、どのように世界的な実効ある協調を取って

いくのかが課題となっている。我々は『2030年、新エネ

ルギー 50%イニシャティブ』を、これに応えうる次期京

都議定書案として提案している。提言の趣旨は、 “各国

はその持てるポテンシャルをフルに生かして、 2030年ま

でに化石資源に頼らない、新エネルギーシステムの比

率を50%まで増やしましょう＂というものである。どの国

も独自の比較優位な新エネルギー技術を用いて参加で

き、省エネ技術、減エネ技術を含めることによって CO2

排出量を50%以上削減できるだけでなく、イノベーショ

ン等の効果も含め新エネルギー比率を50%に高めるこ

とも可能と考えている。しかも、経済を縮小するのでは

なく、新エネルギー産業の育成によって、発展途上国や

地域の産業を拡大することも可能である。公平である

上、地球温暖化対策としての実効が期待できることから

各国の合意を得やすい。是非、京都議定書をまとめた日

本の次期提案として提案していければと考えている。幸

い京都大学では、現在、SustainabilityScienceのプロ

グラムが進行しており、その一環として協力して取り組

んでいく計画である。

3.5 SEE Forumの構築
このような提言を実現していく上で、周辺国との協

力が欠かせない。特に、現在我が国ではアジアとの連

携を強く推進している。そこで、本COEではバンコクに

拠点を設けるとともに、いくつかの大学との連携を進

め、 2004年と2006年の2回にわたりSEE会議を開催

し、これを基に、 SEEフォーラムを設立した。これは、

ASEANに属する17大学とインド韓国の13カ国の主要

大学が連携して新エネルギー開発を進めるとともに、お

互いの交流を進め、この分野のポテンシャルを高め、新

エネルギー開発による、世界への貢献をすすめることを

目標にしている。

このような活動はアジアヘの発信であると同時に、新

エネルギーを核とする交流のスタートとなるものであ

る。タイ、韓国との交流は多面的にスタートしており、イ

ンド、ベトナム、カンボジアとの交流も始まった。マレー

シアとも既に、広い領域での交流を深めている。今後、

新エネルギー開発では先輩格の欧州との交流を進め、

世界的な視野でのフォーラム活動が期待される。
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4. r環境調和型エネルギーの研究教育拠点形成」各事業における
成果の概要

4.1 太陽電池ナノサイエンスユニット

4.1.1ユニットの目標
本COEでは提案書の冒頭、拠点の目的として以下の

ように提案した。

まず、京都議定書の要請に応え、持続可能な社会を

実現するには、環境調和型エネルギーシステムを実現

し、未来に亘ってエネルギーの安定な供給を確保するこ

とが不可欠である。そこで、これまで生命系が作り上げ

た太陽光による二酸化炭素固定に学び、太陽・水素・バ

イオエネルギーシステムの確立を拠点の目標とした。

このため、究極のエネルギーシステムである太陽エネ

ルギーの創製・変換•利用、 水素の創製・貯蔵・利用、バ

イオエネルギーの生成、変換技術を確立するとともに

社会的受容と環境調和を志向した新エネルギーシステ

ム技術および評価手法を開発することとした。

その柱として、京大が既に国内外の研究拠点となって

いる宇宙太陽光発電の要素技術の研究と最適化を進め

るとともに、高効率で安価な太陽光発電の開発を進め

る。このために、材料機能の至適化手法の開発、高効率

化の期待できるナノ構造を持ったデバイス技術の開発、

第三世代の高効率太陽電池の研究を行うことにより次

世代太陽電池の拠点構築を目的として研究を進めた。

4.1.2研究の課題と成果
太陽光発電は、再生可能エネルギーの中で最も資源

量が多いにも拘らず、利用が進んでいない。既に、シリコ

ン半導体を用いた太陽電池生産は2GW/年に達してい

るが、これが化石燃料の代替エネルギーとして位置付

けられるには、更なる高効率化と低価格化が必須であ

る。太陽電池は大きく第一、第二、第三世代の太陽電池

というカテゴリーで分類でき、それぞれバルク結晶、薄

膜、次世代型の太陽電池に対応している。

本拠点では、 ①色素増感太陽電池、有機薄膜太陽電

池などの次世代太陽電池の開発、 ②安価な高純度シリ

コンの新規製造方法の開発や光閉じ込め効果を目指し

たシリコンの表面モルフォロジー制御など第一世代の

太陽電池の改良、③エネルギーナノ工学による未来の

高効率太陽電池のための基盤技術の開発を中心に研

究を進め、国のプロジェクトの実施や有機太陽電池研

究会を立ち上げるなど次世代太陽電池の拠点化を進め

た。

1) 次世代太陽電池の開発

我々は有機太陽電池が最も可能性の高い次世代太

陽電池と考えている。生体分子集合体設計の自由度が

光合成系を作り上げたように、有機光電変換系の可能

性は無限である。さらに、軽量・安価・資源制約のなさな

ど有機材料の持つ多くのメリットを考えると、将来は有

機太陽電池の時代が来るものといえよう。

1-1) 色素増感太陽電池(DSC)

DSCは多孔質チタニアの表面を一層の Ru色素で

覆った光電極と 1―/13―レドックス系を組み合わせた湿式

太陽電池で、界面での効率的なpnバルクヘテロ接合の

形成が重要である。我々は2種類の光電極の高度化を

進めてきた。第ーはチタンアルコキシドとアセチルアセト

ンの等モル混合物を0.4Mのラウリルアミン塩酸塩存在

下反応させることにより、図4.1.1(B)に示したようにファ

イバー状のネットワークを形成することができる。このセ

ルは3μ以下で5%を超える高い効率を示しており、光

マネジメントにより、9.5%の高い効率を得ることができ

た。これは現在最も高い効率を出すブラyクダイの11%

に匹敵する値である。

1D材料の導電帯の状態密度は、低エネルギーレベ

ルに最も多く縮退しており、同じ電子遷移を仮定すれ

ば、結晶性の高い1D材料を用いることにより、バルク

結晶以上の速い電荷輸送を実現できるものと期待され

る。広幅バンドギャップを持つ酸化物半導体においても

(Al (B) (C) 

図4.1.1 有機太陽電池における超階層性ナノ構造電極の設計
(A)第一世代電極 ：ナノ微粒子結晶結合体、(B)第二世代

電極 ：ナノ微粒子結合体+1Dナノ材料のネットワーク構築
体、 (C)第三世代電極：1Dナノ結晶アレイ

ー
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同様な速い電荷の移動が期待できる。また、1D材料は、

微粒子焼結体では避けられない結晶粒界がないことか

らトラップサイトからの逆反応の減少も期待でき、高速・

高効率な電荷移動パスとしての高い可能性を秘めてい

る。さらにバルクヘテロ接合セルの理想的な構造は、ナ

ノサイズの1D材料が、交互に林立した図4.1.1CC)の

ような構造であろう。我々は色素増感太陽電池でこのよ

うな構造を持った ZnO及びTi02光電極を構築し薄膜

でも優れた変換特性を観察している。これ以外にも10

種類以上の1Dナノ材料の調製に成功し、 DSCへの展

開を図っており、この分野の研究をリードしている。

1-2) 有機薄膜太陽電池

信頼性・寿命という点では、これまでAlにLiF層を

導入した電極が用いられてきたが、活性層の厚みが

100nmという薄膜であるがゆえに、ショートしやすいと

いう欠点がある。我々は、固4.1.2に示したように、チタ

ニアを電子輸送層としてとして導入したセル構造により

4.1%の変換効率を達成した。この値は、湿式で調製し

た有機薄膜太陽電池としては世界最高レベルの値であ

り、これを契機に NEDOのPVロードマップにこれまで

加えられていなかった有機薄膜太陽電池が加えられる

こととなり、我々のグループがこの領域最大の研究受託

グループとなっている。

また、 LiF層の導入を必要としないことから安定性に

も優れており、大気中、未封止のセルでAM1.5の擬似

太陽光を100時間照射しても初期効率の6%しか劣化

しない。特に、フィルファクター 0.70はこれまでの高分

子太陽電池では世界最高の値であり、Ti02層の優れた

ホール阻止効果を示すものと考えている。

有機太陽電池の最大のメリットは、フィルム化により

軽量大面積セルを簡便に作れることであるが、そのため

には、印刷技術や溶液からの塗布が可能な湿式での調

製法の確立が欠かせない。我々は貧溶媒添加による相

11 
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分離結晶化というアニーリングに代わる方法を見出し

ており、低温での傾斜機能薄膜形成に道を開くもので

あり新コンセプトの太陽電池を提案している。以上のよ

うに、変換効率は Tangの1%の報告から20年で5倍

以上に伸びたことになり、ここ20年の展開は、アモルファ

スシリコンや色素増感太陽電池に比較しても、格段に速

く次世代太陽電池候補として最も期待されるものとい

える。

1-3) 超階層ナノ構造型太陽電池

しかし更に高率的な電荷の分離・輸送を実現するた

めにはナノレベルでの精緻な階層構造形成が不可欠で

ある。効率を上げるためには、如何に、効率よく電荷分

離を起こし電荷を速やかに輸送できる材料を設計する

のかが課題となるが、そのためには電荷分離を生ずる

pn接合界面構造の表面積を大きくするとともに、ドナー

アクセプター界面から電極へのビルトイン電場をできる

だけ大きくすること、電荷輸送層のモルフォロジーを制

御し電荷の輸送効率を上げることが重要である。これを

実現するために、我々は、エネルギーナノテクノロジーを

駆使した『超階層性ナノ構造利用素子』の開発を進めて

いる。その際、 1D材料の開発やその2次元界面へのア

レイ化技術をはじめとするナノテクノロジーがキーテク

ノロジーとなるものといえる。

2)第一世代太陽電池の課題

2-1)シリコンウエファをベースとする第一世代の太

陽電池では、高価な結晶シリコンを200ミクロン以上の

厚さで利用するため、低価格化が大きな課題である。こ

のため本研究ユニットでは、結晶シリコンの原料を従来

の半導体グレードのシリコンから、金属グレードのシリ

コンに変換できる画期的な新プロセスの開発を進め、

高純度化に成功している。

太陽光発電システムの価格において高純度シリコン

を用いるシリコン基板のコストの占める割合が高い。太

PEDOT:PSS 

-£4~ 
o=戸゜

゜

-K4 

図4.1.2 チタニアをホール阻止層(HBUとする高分子薄膜太陽電池の構造と IV特性
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図4.1.3 ソーラグレード(SOG)-Si生産のプロセスフロー

陽電池システムのさらなる普及を妨げているこれらの

要因は太陽電池用高純度シリコンが主として半導体用

シリコンのスクラップ利用で供給されている事実に由来

する（図4.1.3)。本研究では低廉な金属級シリコンを太

陽電池級の高純度シリコンヘと金属状態を保ったまま

精製するプロセス技術の開発を目的とした。特に、元素

物性に由来して固液分配による金属シリコンからの除

去が困難であるリンおよびボロンの除去技術に対象を

絞り、真空処理、不均ー系の化学反応などを適用した

速度論的、熱力学的な応用研究と実験的手法に立脚し

た基礎的研究を併せて遂行した。

2-2) 光マネージメント技術

また、太陽電池の効率は、表面での反射や入射光の

効率的な利用に大きく依存している事から、シリコンの

結晶表面の構造を最適化するためのプロセス技術の開

発が重要となる。本研究では薄膜結晶材料の表面プロ

セスの高度化の研究を進め、構造形成に成功した。

具体的には、シリコンを湿式法により表面処理するこ

とにより、表界面構造を制御し、太陽電池の効率化に資

することを目的とした。太陽エネルギーの電気ないしは

化学エネルギーヘの変換のための光電気化学セルの実

用化に向けて、半導体からなる光電極上での反応速度

の遅さが克服課題のひとつとなっている。この課題に資

するために、シリコン自身の多孔質化による表面改質、

およびシリコン表面上への光電気化学反応触媒として

の金属析出に関する基盤的研究を行った。われわれは

比較的高い比抵抗のp型シリコンを多孔質化すると特

異な多孔質層の成長様式が現れることを見いだした。

低い電流密度で行う陽極電解初期においては均ーなナ

ノサイズの多孔質層が成長するが2-3μmに達した後、

(B) 

図4.1.4 マクロ孔多孔質シリコンをテンプレートとして作製したマイ

クロ構造体。 (A): 銅マイクロロッド； (B) : ニッケルマイクロ

チュープ

ナノ多孔体で満たされたマクロ構造が現れる。整列した

マクロ孔列を得るために、報告されている方法に従って

フォトリソグラフィーを用いて微小エッチビットをシリコ

ン表面上に形成した後、陽極溶解を行った。孔径4μm、

深さ60μmの規則正しく整列したマクロ孔が得られた。

マイクロメートル程度の孔径を有する多孔質シリコンを

作製し、電析によりその孔内への金属充填を試みた。

銅や白金においてはマイクロロッド構造となる（図

4.1.4A)。孔充填は底部から優先的に、緻密かつ滑らか

に進行し、シリコン孔の形態を忠実に転写するもので

あった。

さらに小さい孔内への金属充填が興味ある課題であ

るが、そのためにはテンプレートとなる多孔質シリコン

の孔径をサブミクロンにまで落とす必要がある。この取

り組みは現在進行中である。

3) エネルギーナノ工学の研究

第三世代の太陽電池では超薄膜材料によるより高効

率な太陽電池が期待されている。そのためには1D材料

をはじめとするナノテクの開発利用による高効率化が

ー
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不可欠である。本太陽電池グループは、そのいずれにお

いても優れて方向性を持つ研究グループとして拠点化

した。

ナノ構造を持たせることによる量子効果や多光子吸

収プロセスの発現などの設計が提案されている。本研

究ユニットでは、これらをにらんだ研究として、レーザー

を利用した原子・分子レベルの新しい物質制御・プロセ

ス技術の基礎研究を行った。一方、太陽電池の超高効

率化の方法として、光電変換に利用する光の波長域を

拡大する研究が行われている。このような研究を行う上

で、広い波長に渡り可変で強強度のレーザーが必須で

あり、波長可変遠赤外自由電子レーザー装置の開発を

行った。また材料中での電子輸送損失はスピン自由度

に依存するため、輸送損失が少なくなるようにスピンを

制御することは将来的には重要な課題の1つである。そ

こで本研究ユニットではレーザーを使った電子のスピ

ン制御について研究を行った。

当グループでは、超短パルスレーザーによってのみ実

現できる物質機能の発現とその制御技術の開発を目的

として、トップ・ダウン及びボトム・アップアプローチによ

る新しい物質制御・加工の基礎研究を進めてきた。前

者では、当グループで発見したフェムト秒 (fs)レーザー

による硬質薄膜表面のナノ構造生成と結合構造改質を

基に、光の回折限界を越える微細加工手法の開発を目

指した研究を行い、ナノ構造生成のための新しい物理

過程をほぼ明らかにした。また、後者では高強度fsレー

ザーパルスを用いることにより、当グループが世界に先

駆けて成功した配向分子からの高次高調波発生を基礎

として、配向分子の回転コヒーレンスと高次非線形光学

応答を実験的・理論的に解明し、超短光パルスによる

分子配向とその高感度検出手法を開発した。

用いたエネルギー材料としては、ダイヤモンド状炭素

(DLC)やTiN等の硬質薄膜に fsレーザーパルスを照

射することにより、膜表面に間隔d~ Ji. /10から～入/5

の周期的構造を生成できることを発見し、伝搬光による

従来の加工分解能を克服できる可能性を実証した。さ

らに、ナノ構造生成とほぼ同照射条件下で DLCがガラ

ス状炭素(GC)層へ改質されることも見出した。

以上のように、超短パルスレーザーを利用した非断

熱的分子配向では、その大きな尖頭出力を用いて多種

多様な分子を空間的に配向させることができる。そのた

め、空間的にランダムに存在する分子を対象として行わ

れてきた様々な実験手法（分子構造、回転・振動・電子

励起、イオン化、解離、衝突・再結合、分子反応等々）が

分子軸を固定した条件下で行えるようになる。その結

TiN 

~ 

図4.1.5 直線偏光（上段）及び円偏光（下段）のレーザー照射で生成
されたTiNとDLC膜表面のナノ構造 (SEM像）

果、分子・物質の物理化学特性を新たな視点から制御

できることを明らかにした。

スピン偏極電子／イオン源は（太陽電池用）材料評価

のプローブとして非常に有効なツールとなりうる。同様

に、核スピン偏極についても原子核物理学における有

用性から原子核物理学研究者たちによって開発が進め

られてきた。しかしながら、電子スピンが偏極したイオン

については、材料科学研究の重要なツールとなりうるに

もかかわらず、これまでほとんど研究がなされなかった。

本研究では、高いピーク光強度の得られるパルスレー

ザーを使った新しいスピン偏極源の開発を試みた。

アルカリ土類金属原子を使ったこのスキームでは、新

しい「デュアルタイプ」のスピン偏極源として材料物性

や表面物理などの分野で活用可能である。まず、 Srの

固体金属試料に YAGレーザー (1.06μm)を集光照

射し、瞬間的に蒸発させる（レーザーアブレーション）こ

とによって高密度の原子ガスを発生させる。この時、中

性原子と共にイオンも発生するが、イオンの多くは高速

であり、アブレーションパルス後、 2色レーザーパルスを

入射するまで数10マイクロ秒の時間遅延をとることによ

り、レーザーイオン化によって発生した。

本研究では、既知の手法の延長ではない新たなス

キームをゼロから考案し、理論的および実験的に評価

および実験実証することによって、新しいスピン偏極源

の開発を進めてきた。現在の所は未だ実験実証の段階

であり、実際に材料評価に応用するところまでは至って

いない。今後は、さらに基礎データを蓄積し、より簡便

でより性能（電子及びイオンのパルス当たり収量と到達

偏極度）の高い偏極源の開発を進めていくことが重要

であると考える。

4.1.3有機太陽電池拠点の構築
以上のようなユニットの成果をベースに有機太陽電

池を中心とする次世代太陽電池の拠点形成を図った。
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1) NEDOロードマップにおける有機薄膜太陽電池研

究を位置付け、その最大の受託先として、この分野

の我が国の研究をリードしている。

2) 本研究ユニットは、これらの一連の研究を推進しつ

つ、「有機太陽電池研究会」を立ち上げ、我が国に

おける本研究分野の拠点としての地位を築いた。

3) この拠点を中心に我が国初の「有機薄膜太陽電池

の最新技術研究」の本を出版するとともに、「新エネ

ルギー最前線」を出版し次世代太陽電池の位置付

けを行った。

4) 学振175委員会（次世代太陽電池）における有機

太陽電池担当幹事として本ユニットのリーダーが

緒シンポジュームをオーガナイズしてきた。

5) 本ユニットのリーダーは各種学会での有機太陽電

池のプレナリースピーチ・招待講演を担当するとと

もに、4件の民間との産学共同研究が進展している。

4.1.4拠点の今後の展開
以上のような研究成果を基に、本研究グループは今

後、世界的な研究拠点の構築に向けた取り組みを進め

る計画である。

1) 本グループは、世界に類の無い、有機薄膜太陽電

池の拠点化を図ってきた。「有機太陽電池研究会」

では、既に3度のシンポジュームを企画成功させ、

其々、 150名を超える参加者の下に活発な議論を

進めた。今後、この会は、産学のみならず、官におい

ても充分な評価を勝ち得ていく計画である。

2) 宇治構内に有機太陽電池研究室を整備し、デバイ

』
ス評価のメッカとしての機能を持たせ、産官学の研

究会メンバーを中心とする、評価拠点を構築する。

3) 拠点が、世界に発信していくために、昨年よりスター

トしている、東南アジアとの共同研究集中講義を充

実させ、英文での教科書を整備し、今後、アジア地

域を中心とする、共同研究の国際拠点形成に向け

た取り組みを行う。

＇ 
19 



●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

4.2 宇宙太陽光発電ユニット

20 

当初の計画調書に基づく達成度の評価を最初に示

し、研究拠点の形成、今後の展開について述べる。

4.2.1マイクロ波発送受電システムの軽量低
損失化やビーム制御システムの開発

軽量小型マグネトロンマイクロ波送電器 COMET 

(COmpact Microwave Energy Transmitter)は我々がこ

れまで開発を行ってきた位相制御マグネトロン (Phase

Controlled Magnetron : PCM)をベースとし、地上、宇宙

に於ける可搬性を考慮し、宇宙使用を前提とした熱設

計と小型軽量化を行ったマイクロ波送電システムであ

る。COMETはマグネトロン、PCM制御部、高電圧電源

(=DC/DCコンバータ）、導波管、放熱回路、アンテナ

部等をすべて含み、大きさ¢310x 99mm以下、重さ7.1

kg以下を実現した（図4.2.1)。（十分以上の成果を挙げ

た。）

•新聞記事

03.07.17日刊航空通信 (2面）「IA,小型／軽量／高効

率のマイクロ波送電器開発」

03.09.26 (朝刊）日経産業新聞 (11面）「マイクロ波送

電器 石播子会社が小型化」

03.09.26 (朝刊）日本工業新聞 (10面）「世界最小水

準の送電器」

03.10.01 (朝刊）化学工業日報 (11面）「マイクロ波送

電器を開発」

03.10.05京大学生新聞 (3面）「送電器の軽量化実現」

ビーム制御システム 宇宙太陽発電所 (SPS:Solar 

Power Satellite/ Station)においては、サイドローブを減

らし、受電点への高効率伝送を実現するために、送電ア

ンテナに10dBのガウス型の電力分布もたせる。送電部

をそのように設計すると放熱の難しい中央部で最大の

電力となり発熱も多く、温度上昇をもたらすことが問題

となっている。マイクロ波送電にとっては伝送効率（送

電電力に対するアンテナ面での受電電力の割合）も重

要な要素であるため、低サイドローブかつ高伝送効率

を満たす均一励振アレイアンテナの最適化を行った。

最適化により得られた MSLLを抑制した放射パターン

の理論計算値と実際に測定された結果は、図4.2.2に示

されたように十分一致し、全て同相で放射するときに比

べて MSLLを約6.6dB抑制することができた。二方向へ

の送電に対応したマルチビームの形成も行い、良好な

効率で最適化が行えることを示した。（十分な成果を挙

げた）

4.2.2高精度目標位置推定システムや位相誤
差を低減した高効率マイクロ波発生電

子管システムの研究
高精度目標位置推定システム

ソフトウェア・レトロディレクティブシステムは複数の

受信アンテナで受信されたパイロット信号の位相情報

を元にパイロット信号到来角を計算する。計算機により

パイロット信号の到来方向が正確に検出されなければ

ならないが、実際に用いる機器にはその特性にばらっ

きが存在する。そのため、特性のばらつきによる誤差が

到来方向に及ぼす影響を自動的に較正する自動較正

到来方向検出法が必須となる。そこで、いくつかの到来

方向検出自動較正法、理論検討と実証実験を行い、そ

の精度を検証した。一例を図4.2.3に示す。（十分な成

果を挙げた）

位相誤差を低減した高効率マイクロ波発生電子管シス

乞

位相制御の問題に対し、我々の研究グループでは注

入同期法とマグネトロンの陽極電流制御を用いた位相

制御マグネトロンをこれまでに開発した。本研究ではさ

図4.2.1 COMETの構造及び概観



4. 各事業における成果の概要

らに外部磁場制御用コイルを取り付け、マグネトロンの

陽極電流及びコイル電流を制御する事により位相と振

幅が制御／安定化可能なシステムの開発を行うことを

目的とする。さらに位相振幅マグネトロンの低損失化や

高安定化に関し、様々なアプローチで改良も行った。

本研究の結果、マグネトロンの陽極電流及びコイル

電流を制御による位相と振幅が制御／安定化可能な新

システムの開発に成功した（図4.2.4)。周波数、位相、

振幅の安定度がそれぞれ10-6以下、 1゚以下、 1%以下

という、宇宙から地上への太陽エネルギーの無線電力

伝送には十分な安定度を実現しながら、 100%以上の

出力可変制御も可能とした。さらに高効率化のために、

これまではシステムで利用していた重くて損失が多い

サーキュレータを排して、複数のマグネトロンの空間結

合を利用したビーム制御方式を開発し、 4つのマグネト

ロンを用いたアレイで土 5゚程度のビーム制御が可能なシ

ステムを開発した。（十分な成果を挙げた）

4.2.3大型マイクロ波送電アレイのユニット間
位相同期システムの研究
SSPSにおいては、受電点からパイロット信号を送信

し、その到来方向に送電するレトロディレクティブ方式

がとられる。一方、 SSPSのような大型システムでは、

多数のユニットから成り立つ。その場合、ユニット毎で

はビームを向けるように動作するが、 ユニット間も基準

の位相がそろう保証はなく、最悪打ち消しあうこともあ

り得る。そのために、ユニット間の位相同期をとることが

できるシステムを提案した。地上から送信されたマイク

口波を動力源とする成層圏無線中継用飛行機に用いら

れた SHARP(Stationary High Altitude Relay Platform) 

システムの自己ビーム制御方式を改良し、位相同期に応

用した。

基準位相を合わせることができないような、大規模な

フェイズドアレイシステムの位相制御について、新しい

方法(IQ法）を開発し、ユニット型SPSに応用した結果

をシミュレーションにより評価した。図4.2.5は10素子の

アンテナからなり、緑線で示すように、ユニット毎ではあ

る方向のビームを形成するように位相が揃っていた10

のユニットが、本方式適用後は青線で示されたように、

システム全体で位相が揃えられる。しかし、一つ一つの

ユニットの位相を更新していくので、位相が統一される

まで非常に時間がかかるという短所があるため、更新

操作を一部重畳させた先取り法による高速化も示した。

（十分な成果を挙げた）
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図4.2.2 正面にビームを向けた場合に MSLLを最も抑制した解の計
算値（青） と測定値（赤）
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図4.2.3二つの方式の推定ずれ率の素子数依存性の比較

図4.2.4位相振幅制御マグネトロン原理モデル
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図4.2.5 ユニット型SPSにおける IQ法適用前（緑）後 （青） での基準
信号の位相

4.2.4マイクロ波発送受電システムの技術実
証衛星の設計のための技術検討
本COEの目標である電力試験衛星の設計のための

予備調査も行っている。これまで本 COEで研究を行っ

てきた位相振幅制御マグネトロンを始めとするマイクロ

波送電システム、目標自動追尾やビームフォーミングに

関する研究、マイクロ波伝播経路に当たるプラズマ波動

に関する研究、及びマイクロ波受電用レクテナの研究

を中心とし、他の既存技術の調査を加えて10年以内に

電力試験衛星を実現するための基礎設計を行った。そ

の結果、電力試験衛星のミッションとしては (1)対地上

送電によるビーム制御精度実験とマイクロ波送電実証

実験、 (2)対子衛星送電による高効率マイクロ波送電

実験とプラズマ物理実験を行うこととした。図4.2.6は現

実的な誤差を含めた地上でのビームパターンであるが、

方向誤差は約1び度レベルであり、約1び度の半値幅

に比べ十分小さいために精度に関する実験／議論が可

能であることが分かった。また、対地上と対子衛星の送

電アンテナを共通化させるとプラズマ物理実験のため

にはマイクロ波強度が弱く、現象が確認しにくいことも

分かり、対子衛星用にはより小さな専用アンテナから

高密度のマイクロ波を放射した方が良い結果が得られ

ることも判明した。（十分な成果を挙げた）

4.2.5マイクロ波送電システムの総合評価
「太陽エネルギー無線電力空間」という斬新な環境調

和型エネルギー輸送方式

過去のマイクロ波電力伝送実証は1対1の送電を基

本としていた。しかし、無線であるという特徴を生かし

たもう一つの応用として本研究グループが提唱する「ユ
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電力試験衛星で現実的な誤差（トータル位相誤差20度 ＋
構造誤差5度）を考慮した場合の地上でのピームパターン（周
波数5.8GHz,アンテナ径16m,送電目標10度方向）
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ビキタス電源」がある。近年の IT技術及びディジタル機

器の発展により、生活の至るところに IT機器が存在し、

便利に情報がやりとりできる社会、いわゆる「ユビキタ

ス情報化社会」の到来が間近であると言われている。

IT機器への給電に関しては、現状では、バッテリーによ

る給電が主流であるが、充電器の待機電力、使い捨て

となるバッテリーによる環境負荷の増大、充電器が機

器ことに異なり必要以上に生産されるといった問題を

抱えている。そこで提唱されたのが無線により給電する

システム、「ユビキタス電源」である。「ユビキタス電源」

とは、弱い電磁波を用いて電力伝送を行い、ある空間

の至るところで IT機器をバッテリーレスで駆動、コード

レスで充電することのできるシステムである。このユビキ

タス電源を実現した空間を「無線電力空間」と呼ぶ（図

4.2.7)。基本的に人がいる場所でのユビキタス電源であ

るため、人体に対する安全基準である1mW/c而以下の

空間となるようにしなければならない。この安全基準は

熱効果を中心に決定されたものである。受電電力は最

大でもその点での電力密度x受電有効開口面積である

ため、携帯性を高める場合にはそんなに大きな電力を

得ることはできない。しかし、近年の携帯機器の省電力

化は急速に進んでおり、太陽電池のように室内外の場

所や昼夜による変動のないユビキタス電源は今後有望

と考えている。（＋分以上の成果を挙げた）

•新聞・雑誌記事

04.1. 月刊ASCII1月号 (ASCII)(記事）「宇宙からノー

トPCを充電できる？」

04.07.16日本経済新聞「マイクロ波活用

でも」

電源どこに
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図4.2.8は2.45GHz、150W程度のマイクロ波で約5.8m

x4.3m x3mのシールドルームを無線電力空間として実

施した携帯電話の充電実験の様子である。 FDTDによ

るシミュレーション及び実験にて部屋中がほぼ均ーな

送電アンテナ

ー
]
 

l
 

ヽヽ

＼
 ＼` / 

ー
／

送電システム

図4.2.7 ユピキタス電源（無線電力空間） の概念図

図4.2.8 無線電力空間での携帯電話充電実験の様子（写真左はレク
テナ）

1mW/c而のマイクロ波密度となることを確認し、デュア

ル偏波レクテナ5並列接続で市販の携帯電話の充電に

成功した。送電システムには経済性を考慮してマグネト

ロンと導波管スロットアンテナを用いた。受電整流シス

テムはレクテナと呼ばれるアンテナ＋整流回路である。

弱電カウエアラブルレクテナ

ユビキタス電源は、いつでもどこでも、である以上、

1mW/c而以上のマイクロ波密度を用いることは難しい。

そのため、この密度と持ち運べるレクテナの面積で決ま

る出力電カレベルがW級以下となり、それ以上の所用

電力が必要な機器はバッテリーとの組み合わせを考える

必要がある。 ICやセンサー等、所用電力が更に小さな

デバイスに関しては無線電力伝送のみの動作も可能で

あり、その代表はパッシブRF-IDである。 RF-IDは現在

900MHz帯での普及が進みつつあり、数mの無線電力

伝送を利用している。マイクロ波電力伝送は今後様々な

センサー等へ応用が拡大していくことが期待されている。

ユビキタス電源の課題は弱電力で高効率動作するレ

クテナの開発である。レクテナは通常ショットキーバリ

アダイオードを用いて整流を行うが、ダイオードの立ち

上がり電圧よりも低い入力に対しては高効率の整流を

行うことができない。現在入手可能なゼロバイアスダイ

オードは他のパラメータがレクテナに不向きで高効率

化には成功していない。本研究グループではマイクロ波

回路の改良によりショットキーバリアダイオードを用い

た弱電力高効率レクテナの研究開発を行い、 5.8GHz、

1mW入力で50%以上、 2.45GHz、0.1mWで50%前後

の高効率を実現した。これは既存のパッシブ RF-IDに

用いられているレクテナよりも格段に高効率となってい

る。このレクテナをユビキタス電源に利用しやすいよう

にウェアラブルとしたレクテナアレーが圏4.2.9である。

はっぴレクテナと呼んでいるが、はっびレクテナははっ

＇ 
ー

＇ 
図4.2.9 開発したウェアラプル「はっび」レクテナ
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ぴの背中部分に5.8GHz用デュアル偏波72素子レクテ

ナアレイが3枚装着されており、 5.8GHzのマイクロ波で

100mW程度の直流を得ることができる。（十分な成果

を挙げた）

送電周波数と同一周波数のスペクトル拡散パイロット

信号を用いた送電システム

宇宙太陽発電所(SPS、SolarPower Station/Satellite) 

の実現へ向けて、重要な要素技術の1つである送電

ビーム制御のシステムの開発を行った。SPSの送電ビー

ム制御にはレトロディレクティブ方式を用いるため、受

電地点から SPSへ向けてパイロット信号を送信する必

要がある。本研究グループでは、このパイロット信号に

スペクトル拡散変調 (SS変調）を施し様々な利点を得

ることを提案している。図4.2.10に示すSSパイロット

信号を用いたシステムを構築し、その特性を測定し回

路の改良を行った。さらに SPSへ適用する際の検討を

行った。

マイクロ波送電で SSパイロット信号を用いる際の一

番の難点は、同じ周波数帯に存在する大電力の送電電

波が干渉波となり拡散符号の同期がとれなくなること

である。また、干渉の影響で検出する信号の位相差に

誤差が生じるという点も挙げられる。この特性を改善す

るため、復調の前に帯域除去フィルタ (BEF)を挿入し

干渉波を抑圧することと、ソフトウェアによる同期の検

出を行うことを提案する。この方法を用いて製作した復

各アンテナで受信されたパイロット信号の位相を
検出し、受電サイト方向ヘマイクロ波ビームを向
けるよう送電位相を制御する

2.45GHz円形

調器では、干渉波排除能力を約45dB改善することが

確認された。（十分な成果を挙げた）

4.2.6研究拠点形成
これらの研究活動他、下記の活動を通じて、研究拠

点化を図ってきた。（十分な成果を挙げた）

1) 世界にも類のない大電カマイクロ波エネルギー伝

送実験を行うことが出来る電波暗室とマイクロ波

発生器、測定器等を備えたマイクロ波エネルギー

伝送実験装置 (METLAB)および近傍解測定システ

ムやシールドルームなどを備えた宇宙太陽発電所

研究棟 (SPSLAB)を平成16年度より全国共同利

用化を開始し、年間10件程度の利用がある。

2) 民間との共同研究が年6社程度（ベンチャー含む）

進行中である。

3) 米 UCLAとの日米 SPSシンポジウム（平成15年

7月）を主催したほか、国際電波科学連合 (URSI)、

IEEE等の国際機関のSPSやマイクロ波電力伝送

関連国際会議でのセッションを開催してきた。

4) 電子情報通信学会宇宙太陽発電時限研究専門委

員会を設立し、委員長、幹事、委員として牽引してき

た。またその他の SPS関連研究会や委員会で中心

的な貢献を行ってきた。

5) URSIでは Inter-commissionworking group on SPS 

を設立し、委員長、幹事、委員として USRIで初めて

送電電波
(2.45GHz) 

受電サイト

スペクトル拡散パイロット信号
（⇒ 2.45GHz) 

SPS 

マイクロストリップアンテナ（送受共用）

コンピュータ（受信された信号の位相計算と、送電信号へ与えるべき位相の計算）

固4.2.10 送電周波数と同一周波数のスペクトル拡散パイロット信号を用いた送電システム
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のSPS白書作成に向け、中心となって尽力している。

4.2.7今後の展開
以上のような研究成果を発展させ、さらに高効率・高

精度のマイクロ波送電システムを開発し、実証実験の設

計へとつなげ、研究ロードマップを明らかにする必要が

ある。宇宙太陽発電所の研究拠点をさらに発展させて

いくために、以下の活動を行っていく予定である。

1) マイクロ波送受電技術の宇宙太陽発電への応用の

ため、今までの成果を生かした高効率・小形・高精

度システムの開発・実証

2) マイクロ波送電スピンオフ技術（地上応用）を推進

し、 ICタグ（無線タグ）の高性能化など、マイクロ

波送受電技術の裾野を広げてゆく。

3) マイクロ波送電や宇宙太陽発電に関する、平成16

年度より実施している全国共同利用の充実

4) マイクロ波 SPS関連における国際学会（国際電波

科学連合 URSI、米国電気電子技術者協会 IEEE

など）・国内学会（電子情報通信学会など）活動の

強化

5) 京大の技術・知見を元にした電力試験衛星及びそ

＇ 
のミッションの提案

ー
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将来、人工太陽、すなわち、核融合エネルギーは人類

の主要なエネルギー源の一つとなると期待されている。

核融合炉の実現を目指し、半世紀を越える努力が世

界的な規模でなされてきて、これが国際共同作業によ

り、国際熱核融合実験炉 (InternationalThermonuclear 

Experimental Reactor ; ITER)プロジェクトに結実した。

ITERプロジェクトは核融合プラントの実現の鍵となる

ものであるが、真に有用な核融合プラント、それは、経

済性、安全性、および環境適合性を同時に満たすもの

である。しかしその実現には、さらなる広く困難な課題

があり、その解決に向けた幅広く、且つ挑戦的な研究開

発が必要である。

我々、人工太陽ユニットは、これらの挑戦的な問題を

認識し、特に以下の四つ主要課題について成果をあげ

た。

(1)核融合エネルギーの先進利用：環境調和型エネル

ギーとしての核融合エネルギーのより広く有用な

利用法を明らかにした。

(2)革新的プラズマ閉じ込め：マイクロ波による球状卜

カマク形成を実証し、コンパクトで高性能な炉心プ

ラズマヘの展望を開いた。先進ヘリカル閉じ込めシ

ステムと核融合プラズマシミュレーションを進展さ

せた。

(3)革新的炉材料開発：水素製造と高効率発電の実現

を目指して、高温での炉の運転を可能にする革新

的な炉材料である ODS鋼材と SiC/SiC材の研究

開発に成功した。

(4)コンパクト中性子・陽子源：核融合科学と応用の新

展開をめざした小型中性子源および陽子源の研究

開発に成功した。

これらは、単に ITERプロジェクトを支援・補完するだけ

でなく、核融合エネルギーの可能性を高め、より広い領

域に広げるものである。これらはすべて革新的な研究手

法を要し、若い学生を刺激し、研究に誘うものであり、

それゆえ、大学において行うのが最も相応しい。以下に

主な成果を記し、最後に結論を述べる。

4.3.1核融合エネルギーの先進利用
核融合エネルギーの社会経済的検討

将来のエネルギー需要シナリオ（予測ではない）に

おいて、環境問題に配慮しない、いわゆる Businessas 

Usualといわれるシナリオでは核融合の市場可能性は

21世紀中にはほとんどないが、一方、温暖化ガス放出の

抑制を厳しく実行し、環境調和型のエネルギーヘの転

換を社会が図るシナリオにおいては、核融合エネルギー

は大きな役割をはたすことができる。特に、後述する水

素製造の可能性を考えれば、その寄与は大きい。核分

裂炉も、温暖化ガスの排出抑制に大きく寄与するが、核

融合炉は核分裂炉に較べて、連鎖反応が起きない、炉

の放射化レベルが低く軍事的転用の問題も無いなどの

特長があり、経済的に競合できれば、核融合炉が有利

になる。とくに、タイなど、現在核分裂炉が導入されてい

ない発展途上国においては、バックエンドヘの投資や燃

料供給安定性を考慮すると、核融合炉に大きなメリット

がある。すなわち、日本では核融合炉は既存の核分裂

炉の代替の形でしか導入できないが、タイでは新規需

要の多くを核融合がベースロードとして担うことができ

る。これはあくまで環境問題を考慮したときの核融合炉

の市場可能性を示すものであり、これを実現するために

は、核融合炉の起動エネルギーの低減、定常化、小型

化、高温運転による高効率化などの技術課題をクリアー

する必要がある。後述する本ユニットの成果は、 ITER

プロジェクトを支援、補完するとともに、これらの実現に

直接大きく貢献するものである。

高温エネルギー変換と水素製造

エネルギー形態として電力と燃料に大別できる。電

カの比重は徐々に高まるが、今世紀末においても燃料

分野は電力の4倍のエネルギー供給が必要と予測され

る。すなわち、環境問題を解決するためには非化石起源

の燃料供給割合を高める必要がある。図4.3.1に示すよ

うに核融合炉を高温運転できれば吸熱反応によりバイ

オマス廃棄物からの水素製造が可能であり、環境調和

への貢献はきわめて大きくなる。これを実現すべく、本

ユニットではすでに、 LiPbを用いた高温ブランケット概

念を提案するとともに、セルロースからの水素製造を試

み、最大40%の変換効率を実証した。

4.3.2革新的プラズマ閉じ込め
マイクロ波球状トカマク形成実験

ITERは熱核融合を実現する炉心プラズマの閉じ込

め方法としてトカマク型を採用している。トカマク方式は

最も良好な閉じ込め性能実績を有するが、炉心プラズ

マが大きくなり、将来の実用炉の建設コストを押し上げ

る。球状トカマク方式は良好な閉じ込め性能を維持しつ

つ、炉心プラズマをコンパクトにできるので、経済的な

実用炉の有望な候補である。プラズマの立ち上げに従

来不可欠と考えられていた中心ソレノイドを省くことが

できれば球状トカマク炉の構造は大幅に簡素化でき、よ
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りコンパクトな炉が実現でき、炉の建設コストを大幅に

低減できる。中心ソレノイドのかわりにマイクロ波を用い

たプラズマ電流立ち上げ方式による球状トカマク形成

法は炉工学的見地から優れた方法である。低アスペク

ト比トーラス実験装置 (LATE)においては、中心ソレノ

イドを要しないコンパクトな先進トカマク炉の実現に向

けて、マイクロ波のみによる球状トカマクプラズマ形成

法の確立を目指している。実験では5GHzマイクロ波の

100k Wレベルの入射を試み、図4.3.2に示す様にプラズ

マ電流を12kAまで立ち上げることに成功し、より本格

的な球状トカマク平衡配位に近づくことができた。これ

は中心ソレノイドを持たないシンプルでコンパクトな球

状トカマク炉実現の可能性を示唆する成果である。

先進ヘリカルシステム

京都大学で独自に創案されたプラズマ閉じ込め概念

であるヘリオトロン磁場配位の優れた特性は、ヘリオト

ロン E装置に代表されるこれまでの装置により実証さ

れてきた。これらの成果を継承•発展させ、プラズマ閉じ

込め磁場最適化における新パラメタ領域の開拓を目指

して、ヘリカル軸ヘリオトロン配位を持つプラズマ実験

装置「ヘリオトロンJ」を建設、新しいパラメタ領域のプ

ラズマ閉じ込め特性の理解に資するための実験研究を

精力的に進めた。ヘリオトロンJでは、プラズマ加熱・電

流駆動の手法として、電子サイクロトロン共鳴加熱シス

バイオマス（廃棄物）からの水素製造

〇廃棄物処理／燃料製造量

・2120t/hの廃棄物を処理（わが国で年間6000万トン発生）
・280t/hの比を生成 比280t/h 
核融合炉 熱交換・シフト反応
900℃ 
＇ 圧縮機

He 600℃ 

1.16E+07 kg/h 
〇エネルギー生成 FC車110万台／日に供給＊
・ZGWの核融合出力 年間1700万台分＊＊
→ 5.ZGWを燃料電池で発生

図4.3.1

* 6kg/台日は反定
** 460g/台年は反定

定常 Bvのもとでの自発的電流生 Bvの時間的増大によるより大きなフラ
成による初期平衡形成 ズマ雷流での平衡形成

Ip(プラズマ電流） = 12 kA 

''I'''I'_J 150 

100 

50 

゜

真空磁場

＇ 

＇ 
因4.3.2
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テム(ECH)、イオンサイクロトロン共鳴システム(ICRF)、

中性粒子ビーム加熱 (NBI)を用いている。 ECHプラズ

マ実験では、周波数70GHz、最大入射パワー400kWの

高パワーミリ波を入射し、プラズマエネルギー閉じ込め

時間が国際実験則 ISS95の予測値の最大2倍となるこ

とが示された。また、自発的閉じ込め遷移現象を発見

し、その発現機構及びその ISS95比例則との比較に関

する研究が進展した。 Hモード ECHプラズマのエネル

ギー閉じ込め時間は、遷移前と比較し約50%の向上が

見出された。また、 EC波の斜め入射を用いた非誘導電

流駆動を行い、プラズマ電流制御の手段として期待でき

る結果も得た。

プラズマ輸送理論・シミュレーション

高温プラズマ閉じ込めに関する物理を理論的側面か

ら研究し、 ITER計画に寄与するとともに先進的なプラ

ズマ閉じ込め配位の物理検討を行った。また、これらの

観点から磁場閉じ込めトーラスプラズマの統合的・階層

的シミュレーションの研究を進めた。主な研究課題とし

ては

トカマクプラズマにおける非線形MHDシミュレーショ

ン、乱流輸送解析

ヘリカル系プラズマの MHD解析・輸送解析

プラズマ表面相互作用の解析

が挙げられる。また、 21世紀COEプログラムの目的に

則り、これらの研究を通して高温プラズマ理論研究の研

究拠点のひとつとなるべく、国際ワークショップの開催

など拠点形成活動を行っている。

4.3.3革新的炉材料開発
先進エネルギープラント用高性能構造材料 (ODS鋼）

の開発

先進エネルギープラント用の構造材料として、高 Cr-

酸化物分散強化鋼 (ODS鋼）の開発研究を行い、耐照

射性能、高温強度特性、耐食性、に優れた構造材料の

開発に成功した。学術的には、ナノスケールの酸化物粒

子を高密度に分散させることが、従来の鉄鋼材にとっ

て、耐食性、耐熱時効脆化特性、耐照射性能、酎ヘリウ

ム脆化特性、および耐水素脆化特性のいずれにおいて

も好影響を及ぼすメカニズムを解明することの重要性

が示され、将来の材料科学の展開に指針を与えた。特

に耐照射性能に関しては、従来の金属材料において観

察されている照射脆化が極めて起こりにくいことを確認

した。すなわち、従来材料においては照射による伸びの

低下が90%に及ぶ場合でも、開発した材料では伸びが

ほとんど変化しない。 800℃における引張応力は、従来

材の2倍に達し、高温強度が飛躍的に向上した。耐食

性に関しては、ステンレス鋼に匹敵するかそれ以上の高

性能を示した。

先進エネルギーシステムセラミックス複合材料 (SiC/

SiC)の開発

セラミックス SiCの高温での優れた強度特性、化学

安定性、低放射化特性は核融合炉材料として高い可能

性を持っている。京都大学で開発された革新的な製造

技術である NITEプロセスにより、高結晶質・近化学量

論組成の SiC繊維を強化繊維として、ナノサイズの極め

て細かい SiC粒子を原料粉末として用い、緻密で高結

晶質の微細組織を持つ SiC/SiC複合材料の作成に成

功した（図4.3.4参照）。さらに、自由度に優れた NITE法

の特長を生かして、工場における高性能 SiC繊維およ

びSiC/SiC複合材料の連続生産ラインの構築をはかっ

ている。さらに加えて、デュアルイオンビーム照射施設

(Du ET)ーマルチスケール評価開発基盤群(MUSTER)

と呼ばれる世界最高水準の核融合模擬・制御照射装置

および多角・多次元的の高精度評価装置群を活用した

研究活動により、核融合炉のための SiC/SiC複合材料

や低放射化フェライト鋼の照射研究における目覚しい

核融合ブランケット環境
〇過酷な中性子照射による変位損傷
〇多大な熱流束

材料性能の顕著な改善
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0優れた高温速度特性

.. 革新的な
構造材料
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成果をあげた。

超流動ヘリウム冷却超伝導マグネットの研究

超流動ヘリウム (Hell)は常流動ヘリウム (He!)にく

らべて、革新的に優れた冷却特性を持ち、核融合実験

装置に用いられる大容量超伝導マグネットの小型化の

ための有力な冷却材である。 Hell冷却超伝導マグネッ

トの設計や安定性評価の基礎となる HeII中の定常及

び非定常熱伝達特性についての実験的並びに理論的

研究を行い、従来全くといって良いほど解っていなかっ

たHellにおける2次元ないし3次元熱流現象を解明し

た。加えて、 HeII冷却超伝導コイルの安定性について

実験的研究を進め、新しい実験方式を開発して、実際

の核融合実験装置に用いられた臨界電流数十kAの大

型複合導体について、安定性評価を行った。

4.3.4コンパクト中性子・陽子源
核融合エネルギーの応用として、慣性静電閉じ込め

核融合 (InertialElectrostatic Confinement Fusion: IECF) 

を利用したコンパクト中性子・陽子源の研究開発を行っ

た。 IECF中性子・陽子源は、小型簡潔構造で、ロバスト、

制御性・安全性にも優れており、癌検査、地雷や税関な

どでの爆薬の探知等、さまざまな分野における理想的な

線源としての展開が期待されている。具体的には、超小

型実用機の開発に成功し（図4.3.5参照）、小型簡易イオ

ン源付加新方式の基礎研究、 D-He3核融合反応実験

と核融合反応密度分布計測、 IECF用統合型計算機シ

ミュレーションコード、および、円筒形状 IECFの開発と

動作ガス圧依存性評価において成果をあげた。

4.3.5結論
本ユニットは、環境調和型エネルギーとしての人工

太陽を目指し、プラズマエネルギーの実用化、市場化を

念頭において多角的な研究を展開してきた。単一の大

学における、プラズマ理論からトーラス装置、工学、材

料、利用系から社会経済検討に至る総合的な研究は、

個々の規模は小さくとも、国内外の国公立研究機関と

比べても類例を見ない、拠点形成の名にふさわしいユ

ニークなものである。実際、 5年間に亘る21COEプログ

ラムにより、 4.3.1で述べた核融合エネルギーの先進的

利用法の概念が生まれるとともに、この概念における本

ユニットの研究課題の意義が明らかになりつつある。特

に、発電のみならず、水素などの燃料生成などの炉の熱

の多角的利用を盛りこんだ核融合エネルギーの先進的

利用法の概念は、持続型エネルギーシステムの実現に

直結するものであり、きわめて重要で魅力的である。こ

の概念は、 5年に亘る COE活動中に生まれてきたもの

であり、上記の多角的研究の各分野に光を投げかけ、

先進的利用におけるイ固々の研究の役割を明らかにしつ

つある。すなわち図4.3.6に示す様に、今後の目標は、本

COE活動で得られた多角的な成果さらに一層発展させ

るとともに、これらを有機的に結びつけ、核融合エネル

ギーを基盤とした持続的エネルギーシステムに向かっ

て発展させることである。
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京大21COEにおける学術融合型プラズマ・核融合研究の新展開

小型高性能炉心プラズマの実現

国際

核融合

＋材料照射

施設

(IFMIF) 

燃焼プラズマの実証

と総合炉工学

1核融合炉への研究統合 I

一

高効率発電と高度熱利用

及び水素製造の実現

l核融合による持続型エネルギーシステムヘの研究統合
図4.3.6
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次世代水素エネルギーユニット

21COEプロジェクト、「環境調和型エネルギーの研

究教育拠点形成」では再生可能エネルギーとして太陽

エネルギーならびにバイオエネルギーの研究タスクとと

もに水素エネルギータスクが設置され、この5年間研究

活動を行ってきた。水素エネルギー自体は電気エネル

ギーと同じく二次エネルギーであり、太陽エネルギーや

バイオエネルギーといった再生可能な一次エネルギー

ではない。しかしながら、地球上には豊富に存在する太

陽エネルギー、水力、風力等の再生可能エネルギーも、

日本のような消費地にとっては、「大部分が遠く海のか

なたに存在するエネルギー」であることは化石燃料と変

わらず、充分な量を直接国内で調達して使用することは

技術的に困難である。そのため、遠隔地にある豊富な再

生可能エネルギーを、化学エネルギーとして貯蔵、輸送

一次エネルギー （ 
水素輸送・貯蔵

水素輸送 ・

貯蔵媒体

水素製造

'~-

図4.4.1

し、低環境負荷という再生可能エネルギーの長所を損

なわずに利用する方法として考案されたのが、水素エネ

ルギーシステム（図4.4.1)である。燃料電池や水素エン

ジンで消費しても排出されるのが水だけであり、原理的

にはきわめて高効率利用が可能である水素エネルギー

は、日本のような社会における二次エネルギーとしてま

さに理想的である。しかしながらこのシステムの構築に

ついては、水素の製造、貯蔵・輸送、利用のそれぞれの

段階において多くの未開発技術が山積しており、実用化

のためにはこれらの課題をすべて解決していかなければ

ならない。

水素エネルギーユニットはこのような背景のもと、エ

ネルギー科学研究科3専攻に所属する9研究室が参画

し、図4.4.2に示す水素エネルギーシステムのそれぞれ

水素エネルギーシステムの概念図

水素貯蔵・輸送

I V-T i-Cr系水素吸蔵合金 l
|ポーラス金属 Iアンモニア電解合成法

Ou.1 
（溶融塩技術）

新型イオン液体燃料電池

アンモニア燃料電池

セラミックス材料）I高温水蒸気電解 固体酸化物形燃料電池

I太陽光発電材料 （珪藻土の高純度化） 1 

I水電解 （電極表面現象の定量的解析） 1 

1バイオマス・廃プラスチックのガス化 1

水素製造

水素エンジンの最適設計

I 
I構成材料の安全評価

直~図4.4.2 21COE水素エネルギーユニットで開発された水素エネルギーシステムの要素技術

材料の変形挙動解析

水素利用

ー

I
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固4.4.3 廃有機材料と酸化鉄からの金属鉄と含水素還元ガス製造機構の概念図

の段階に関する技術ならびに周辺技術に関する独自の

研究を行ってきた。この中で特徴的なものとしては、水

素の貯蔵・輸送媒体としてのアンモニアの採用と、水素

からアンモニアを製造する新しい溶融塩電解技術なら

びにこれを直接燃料に用いたアンモニア燃料電池発電

が挙げられる。また、水素の貯蔵技術としては、消費地

での水素ステーション等での据置型のリザーバヘの応

用が考えられる水素貯蔵合金に関する研究が進められ

た。さらに水素利用の中心的課題である燃料電池や水

素エンジンの開発については、一室型燃料電池や、イ

オン液体燃料電池、水素噴射型の高熱効率エンジンな

ど、京都大学独自の次世代型の燃料電池やエンジンが

考案され、その開発が進んでいる。周辺技術にもユニー

クなものが多く、製鉄プロセスを利用したバイオマスや

廃プラスチックからの水素製造や宇宙利用技術である

無重力下での電解水素製造、また水素設備関連材料の

安全性診断技術などに関する研究が行われてきた。こ

の中で特に成果が大きいと考えられる特徴的なものを

以下に要約する。

4.4.1製鉄プロセスプロセス熱利用によるバイ
オマス、木材、廃プラスチックなどからの

水素製造
製鉄プロセスの熱を利用したバイオマス、木材、廃プ

ラスチックなどからの水素を含む還元ガスの製造法を

開発した（図4.4.3)。このプロセスにおいては製鉄とガ

ス製造が同時に行われ、このプロセス中においては二

酸化炭素や水の発生が伴わないという、全く新しい製

造プロセスである。廃プラスチック、廃木材（バイオマス）

の利用により、鉄と COガスを併産する水素製造法に

関する超高温実験をほぼ完了し、廃紙の該手法への応

用について、超高温実験へと研究の展開が進んでいる。

同時に、該プロセスの熱力学解析を行った。

4.4.2水素吸蔵合金の新製造方法の開発なら
びに熱交換用ポーラス金属の開発
酸化物を混合して強い還元性雰囲気で酸化物混合

体を同時に還元し、水素吸蔵合金粉末を得る方法を開

発した。還元剤として Caを用いると40%の酸素を含む

難還元性酸化物である酸化チタンであっても残留酸素

濃度500ppmという高純度チタンを製造できることを示

した。本法は広く水素吸蔵合金の安価な製造法として

利用可能であるが、更に電気分解と組み合わせる OS

法によって Caを不要とし、二酸化炭素以外には廃棄物

の排出のない合金製造プロセスに組み上げる事に成功

した（図4.4.4)。

高気孔率ポーラス金属創製のために開発したスペー

サー法を応用し、各種プロセス条件の影響を調べるこ

とにより、ポーラスアルミニウムの気孔サイトにニッケル

系水素吸蔵合金が分散した一種の複合材料の創製に

成功した（図4.4.5)。しかし、アルミニウムと水素吸蔵合

金の一部が製造プロセスの過程で反応し、化合物が生

成することがわかった。一方、同法をポーラス銅で行っ

た場合、化合物は生成せず、現在この材料について水

図4.4.4 OS法で作製されたV-Ti-Cr合金粉末のSEM写真と構成元
素の分布
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図4.4.5 水素吸蔵合金熱交換用ポーラス金属

素の吸収脱着挙動の解析を進めている。

4.4.3次世代型燃料電池の開発
本COEプロジェクトでは次世代型の特徴ある燃料

電池の開発研究が進んでいる。燃料ガスと空気をそれ

ぞれのガス室に供給することなく、同時に供給すること

により構造を単純化し、スタック化などを容易にできる

画期的な一室型燃料電池を開発した（図4.4.6)。このた

めに高イオン伝導性を有する欠陥ペロブスカイト型の

酸化物電解質 Balaln205.5を独自に開発した。現在メタ

ン燃料使用時に60mWcm・2の出力密度に達しており、今

後スタック化などの実用化を目指した試験が行われる。

また、現在開発が求められている、100℃以上の中温

領域、無加湿状態での作動が可能な新しい燃料電池が

開発された（図4.4.7)。電解質としては本 COEで独自

に開発された新しいイオン液体と高分子の複合体から

なる電解質が用いられており、現在完全無加湿状態で、

80mWcm・2の出力を達成している。今後さらなる出力向

上ならびに耐久性の向上を目指した研究が進められる。

2
 
H
 _1 

2
 
H
 

4.4.4燃料直接噴射方式の高熱効率水素エン

ジン
高速燃焼によるノッキングを防ぎ、 NOxの生成を低

減し、高い熱効率を有する燃料水素直接噴射方式の水

素エンジンを独自に開発した。この方式ではディーゼル

エンジンの最大熱効率である40%にほぼ匹敵する39%

を達しており、当初目標であるディーゼルエンジン並み

の熱効率をほぼ達成した（図4.4.8)。

4.4.5 COEプロジェクトの終了に際して
この5年間で培われたこれらの水素エネルギーに関

する独自の技術は、そのいくつかが現在文部科学省や

新エネルギー・産業技術開発機構などの新たなプロ

ジェクトとして採択されており、また、企業との共同研究
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 図4.4.7 中温無加湿型イオン液体燃料電池の作動原理図

図4.4.8 燃料直接噴射型高熱効率水素エンジン

も進められており、今後新しい研究拠点として発展して

いくことになる。ここに関係各位のこ協力に対して感謝

の意を表するものである。

ー

＇ 
33 



●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●・ 

4.5 超臨界流体技術によるバイオエネルギー創製ユニット

エネルギー問題、地球環境問題が深刻になるに伴い、

再生可能、カーボンニュートラルで莫大な賦存置を有す

るバイオマスが、環境調和型のエネルギー源として期待

されている。我々の近年の調査では、我が国で年間約3

億7,000万トンのバイオマス資源が発生し、うち約7,700

万トンが有効利用されずに廃棄されている。後者は二酸

化炭素重量に換算すると約1億2,700万トンで、これは

1990年における我が国の二酸化炭素排出量の約11%

に相当している。したがって、これらバイオマス資源のエ

ネルギー源や有用ケミカルスとしての利用は、 2005年2

月16日に発効された京都議定書での我が国の二酸化

炭素排出量削減目標の達成に有効と考えられる。

本研究タスク「バイオエネルギー」では、バイオマス

資源からの高品位バイオ燃料として液体バイオ燃料、

バイオエタノール、バイオメタン、バイオメタノール、バ

イオディーゼルの製造プロセスの確立を進め、図4.5.1

に示すように、環境負荷の小さい超臨界流体技術を用

いた京都大学独自のバイオエネルギーの創製に関する

検討を行った。具体的には、超臨界アルコール技術によ

るバイオマス資源からの液体バイオ燃料、 超臨界水技

術により得られた木質バイオマスからのバイオエタノー

ル燃料および超臨界水技術によるメタン ・メタノール生

産、さらには超臨界メタノールによる油脂類からのバイ

オディーゼル燃料、 さらには熱分解制御技術による液

体燃料の創製である。バイオエタノール創製に関して

は、図4.5.2に示すような製造プロセスを提案し、木質バ
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図4.5.1 環境負荷の小さい超臨界流体技術によるパイオエネルギーの創製

ペントース ・ヘキソース同時高効率発酵

発酵阻害物質に関する検討
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三
図4.5.2 木質バイオマスからの超臨界水によるエタノール生産
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連絃流通型（液ー液1段階反応） 連紐流通型（汲一汲2段階反応）

図4.5.3 各種超臨界流体バイオマス変換装置

パイオディーゼル精製

バイオディーゼル

図4.5.4 二段階超臨界メタノール法のプロセス

イオマスの超臨界水処理、処理により生成した各種生

成物のアルコール発酵への阻害に関する研究およびペ

ントース、ヘキソース同時発酵による高効率エタノール

生産を検討した。また、バイオメタン創製では、リグノセ

ルロースから得られる有機酸などからのメタン生産、蟻

酸 •水素生産、メタンを液体燃料に変えるメタノール生

産、さらにはバイオマス由来CO2からのメタノール生産

について研究を行った。得られた各種バイオ燃料につ

いて、それらの燃料技術の高度化と燃料設計を試みた。

図4.5.3には、本研究で使用した各種超臨界流体バイオ

マス変換装置の外観を示した。

それらの成果の中で、バイオディーゼル燃料について

は、平成15年度 NEDO(新エネルギー産業技術総合

開発機構）による「バイオマスエネルギ一高効率転換技

術開発」プロジェクトの一つ「二段階反応法によるバイ

オディーゼル燃料 (BDF)製造技術の研究開発」として

採択され、産学連携のもと実用化に向けて動き出した。

図4.5.4には、その製造プロセス図を示す。

これら一連の研究を通して、副産物や廃棄物を産出

しないCO2ゼロエミッション型エネルギー生産・利用

技術とそれらの利用システムの確立を固っている。その

概念を囮4.5.5にまとめて示す。すなわち、超臨界流体

技術を用いて獲得した高品位バイオ燃料の中で、まず

バイオメタンは、酵素メタンモノオキシゲナーゼ(MMO)

によりバイオメタノールに変換され、さらにこのバイオ

メタノールは、バイオエタノールとともに固体バイオマス

を液体バイオ燃料に変換する溶媒として利用される。ま

た、油脂類からのバイオディーゼル燃料製造プロセス

では、バイオメタノールを反応溶媒として用いることによ

り100%バイオマスベースのバイオディーゼル燃料（脂

肪酸メチルエステル）の製造が可能となる。さらに、その

製造プロセスにて副生するグリセロールはバイオメタン

への変換の良基質として再利用し得る。これらの融合、

相互乗り入れにより、廃棄物を産出しないゼロエミッ

ション型エネルギ一生産・利用システムの構築が可能と

なる。化石資源の枯渇と地球環境の悪化に伴い、今後

益々バイオマス資源の有効利用が進展するものと思わ

れる。その際のゼロエミッション型エネルギー生産・利

用システムのモデルの一つとしてここでの提案が役に立

てれば幸いである。

＇ 

＇ 
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4.6 エネルギー需給評価支援ユニット

4. 各事業における成果の概要

ユニットの設置の背景と目的

1990年頃までの地球温暖化問題が広く知られる以

前のエネルギー需給システムにおいて考えるべき問題

は、それ以降のエネルギー需給の問題に比べて多少単

純であったといえる。安定した石油価格の下では、主と

して経済性に基づいて決定される一次エネルギーの変

換・輸送・消費過程は重要な選択を迫る状況には至ら

なかった。

1990年に入り国連気候変動枠組み条約、京都議定

書の採択などを契機として地球温暖化問題が広く注目

されはじめた。温室効果ガス排出についての定量的な

削減義務が生じたことは必然的に社会のエネルギーに

対する価値観の変化をもたらした。その量が産業廃棄

物に匹敵する二酸化炭素排出量の削減、 希薄で取り扱

いにくい資源である再生可能エネルギーの有効利用を

考える必要が生じた。京都議定書の発効に伴い二酸化

炭素や温室効果ガスに関わる国際市場が形成されたこ

とからもその変化をうかがい知ることができる。その結

果、安定した化石燃料供給の下ではほとんど顧みられる

ことのなかった、太陽エネルギーやバイオマスの利用、

二次エネルギーとしての水素の利用、炭素税、二酸化炭

素市場、グリーン料金などの社会制度、 エネルギー ・環

境教育、温室効果ガス排出量という新たな評価指標な

どを、エネルギー需給計画において積極的に考慮する

必要が生じた。大気中の温室効果ガス濃度安定化のた

めには大幅な温室効果ガス排出削減が必要とされてお

り、そのためには技術と社会の双方からの協調的な対

応が不可欠である。その検討のための枠組みの一つが、

本ユニットの基本目標設定となった図4.6.1に示すもの

である。

一般にエネルギー需給評価の目的

は、エネルギー需給システムに関わる

意思決定の際に必要となる情報を意

思決定関係者に提供することであると

考えられる。どのようなエネルギーイ

ンフラに投資すべきか、どのような研

究開発に力を注ぐべきか、どのような

社会制度を導入すべきか、 いずれも正

三

家の意見、数理モデルなどから得られた数多くの情報

が提供された。エネルギー需給長期見通しや多様な工

ネルギー関連技術のロードマップの策定、一次エネル

ギー価格の将来予測、 エネルギー需給関連設備投資計

画、種々の技術導入効果の環境影響評価の相互比較、

環境税導入のマクロ経済効果分析、電力産業自由化に

伴うエネルギー料金制度の策定、排出量取引の制度設

計など枚挙にいとまがない。 しかし、そのような過去の

多大な努力の結果に基づいて現在のエネルギー・環境

に関わる意思決定作業が合理的、効率的に行われてい

るかというと、現状は残念ながらそうとは言えない。本

ユニットの問題意識の一つがここにある。

あるエネルギー技術に着目したときの「エネルギー需

給システム評価」の過程の一例を次に示す。

(1)技術の特性に関わる分析、調査、

(2)ライフサイクルの視点からの、エネルギー消費量、

資源負荷、環境負荷（二酸化炭素、硫黄酸化物、窒

素酸化物、 エアロゾルなど）、経済費用などの分析、

(3)各種環境負荷の環境影響評価、

(4)効果的な技術導入のためのシステム条件の技術・

社会的視点からの検討、

(5) (1)~(4)の結果として得られるエネルギーシステ

ムの供給安定性、安全性、ミクロ ・マクロ経済評価、

社会受容性などの多様な視点からの評価、

(6)政策策定への情報提供

個人の独断に基づく評価結果の利用価値は低く、効

果的な政策策定への貢献のためには合意形成促進へ

の配慮が必要となる。将来予測に基づく評価である以

上、技術特性、環境負荷、 エネルギー需要、マクロ経済

との関わり、評価のあらゆる側面においてその多くを前

解のない意思決定問題であるが、その

合理的な検討に必要な情報が選択、 エネルギー・環境負荷、
経済評価、社会的受容

加工され問題の検討に利用される。石

油危機や地球温暖化問題に対しては

既に数多くのエネルギー政策が検討

され、その過程では統計データや専門

三

LCAをベースとした

エネルギー・環境負荷評価

で 三

各種エネルギーの環境影響
現象解析，影響評価

」□□~ 虹求温暖化、 酸性雨、地域汚染の解明
省エネルギー型社会・循環型社会の形成

環境調和型トータルエネルギーシステムの構築・提言

固4.6.1環境調和型エネルギー需給システム評価の枠組み

＂ 
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提条件に依存することとなる。すな

わち、その前提条件の理解無しには

その結果に基づいた政策策定に関

わる議論はできない。根拠の明確な

情報は、第三者による再利用も容易

にし、種々の政策策定のための作業

を大幅に効率化する可能性がある。

そのためにも、技術系と社会科学系

の種々の分野の専門家の評価作業

への積極的な参画が不可欠となる。

そこで、本ユニットでは「エネル

ギー需給システム評価」を支援す

るための新規な枠組みを提案し、そ

のプロトタイプを構成することを目

的に研究を進めた。本ユニット全体と

しての最終目的は、環境調和型エネル

ギー需給システムの設計・評価につい

て技術と社会との両面から教育・研究

を実施することのできる体制を確立す

ることにある。具体的には以下の内容

の活動を実施した。

(1)環境調和型エネルギー需給システ

ム構築のための素材関連技術開

発およびシステム化技術開発、

(2)エネルギー需給システムの環境影

響評価のための環境負荷原単位

データベース構築、およびその大

気環境影響評価、

(3)各種環境調和型エネルギー需給

システムの分析・設計・評価、

(4)環境調和型エネルギー需給を実

現するための教育・コミュニケー

ションシステムの開発、

太陽電池、 SPS、核融
合、バイオマス、水素
の各種エネルギーシス
テムの分析と評価

エネルギー ・環境教育のカ
リキュラム設計と影響評価、
ネットワーク型ディベート
支援システムの構築

最終エネル

ギー利用シ
ステム

環境調和型材料お
よび機能素子の開
発、省 エネルギー
効果の評価 エネルギー利用に伴う環境負荷推定とデータベー

ス化、大気環境変化の影響評価
高効率、低環境負
荷材料と加工技術
の開発、評価

合意形成を指向したエネルギーシステム評価モデ
ル、データベース作成手法の提案

図4.6.2 21世紀COEプロジェクトにおける研究内容一覧
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図4.6.3 /3 -FeSi2 / Siに作製された各種のフォトニック結晶 (2次元 (a)/3 -FeSi2コラム正方
格子、 (b)空気コラム六角格子、 (c)線欠陥の導入、挿絵：（右）線欠陥部でのTE光
波の伝播特性の評価、（左）対応するプリルアンゾーン (BZ)とフォトニック周期構造
(vein&spot) 

を含む。

(5)合意形成促進を促進するエネルギー需給システム

環境影響評価のための拡張可能なデータベースと

モデル開発の枠組みとプロトタイプの構築。

4.6.1.1環境調和型半導体フォトニクスの開発

集積回路の進化は微細化によるサイズと機能の集積

化の歴史である。しかしながら、微細化だけでは機能に

限界が見え始めており、その問題の解決方策としてシリ

コン集積回路の電気配線に代わる新しい情報伝達回

路：光インターコネクションが考えられている。そのため

には、シリコンテクノロジではもっとも不得意であった

フォトニクス素子（発光素子、光変調器、光導波路、受

光素子など）をシリコン基板上に作製する必要がある。

そこで、環境調和型フォトニクス材料および将来型省エ

ネルギー機能素子の創製を目指して、 (1)砒素など環

境為害性元素を含まない環境調和型シリサイド光半導

以下にその成果の一端を紹介する。また、研究活動の

全体像を図4.6.2に示す。

4.6.1環境調和型エネルギー需給システム構
築のための素材関連技術開発およびシ

ステム化技術開発
将来技術評価には最先端の専門知識の提供が不可

欠である。そこで、本ユニットには、特にシステム的な観

点からエネルギー関連技術開発を行っているグループ



4. 各事業における成果の概要
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(a) 200mm x 120mm 

(b) 200mm x 160mm 

図4.6.4 高張力鋼板のT字成形の実験および計算結果
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体の開発とその光エレクトロニクス集積回路への応用、

(2)省電力型高機能半導体素子 CADとそれらのエネ

ルギー評価を目標にして研究を行った。その結果、

• シリコンヘの鉄イオン注入とその後のシリコン光集積

回路での光源として/3-FeSi2の可能性を検討し、従来

比で約100倍の高輝度を得た。これは、ジュール損失

を1万分の1倍に削減することに相当する。

•将来のシリコン光集積回路への応用を目指し、屈折率

の高いシリサイド半導体を利用したフォトニック結晶

の作製にも世界で初めて成功した（図4.6.3参照）。

4.6.1.2自動車の軽量化のための材料評価技術

自動車の軽量化は低燃費化のために重要な技術で

あるが、アルミニウム合金やマグネシウム合金などの低

密度材料の使用だけではなく、高張力鋼板のような高

強度材料を使用して薄肉化を計り、材料体積を低減す

ることによっても達成される。しかし、材料の高強度化

は一般に低延性化をもたらすため成形限界の予測法の

確立が重要となる。本課題では板材の成形限界予測に

延性破壊条件式を適用する手法を提案し、高張力鋼板

への適用の可能性を調べるとともに、初めて3次元有限

要素シミュレーションによる成形限界予測を試みた。図

4.6.4は、 590MPa級の高張力鋼板の T字成形試験結

果を示すもので、材料寸法の違いによって破壊箇所が

異なり、それぞれの場所での破壊発生が、その広がりも

含めてよく予測されていることが理解される。この高張

力鋼板の成形限界予測法の確立により軽量化設計が

容易となった。

4.6.1.3分散電源の電力系統導入に関するシステム

研究

太陽光、水素、バイオなどの再生可能な新エネルギー

源は小規模分散電源として利用される可能性が高い。

しかし、このような電源の系統への大量導入は従来の

電カシステムの形態を大きく変えるものであり、新たな

系統形態・運用のシステム的な検討が不可欠である。そ

こで、まずこれらの分散電源の電力系統への導入形態

について、多数台連系時の影響、単独運転、短絡容量

増加、発電出力変動、電力貯蔵・制御機器との協調運

転など、検討すべき問題点の調査・抽出を行った。そし

て、指摘された問題の解決方法を探るために電力系統

シミュレータを用いて分散電源を含む負荷系統を構築

し、分散電源を含む系統の運用状態の実系統情報から

の把握手法、SMES(超電導電力貯蔵装置）を用いた

負荷系統の単独運転検出手法および自立運転への移

行手法を提案（図4.6.5)、模擬実験により有用性を検証

,
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囮4.6.5 SMESを用いた自立運転への移行実験システム

した。また、発電機端へ超電導限流器を導入したときの

系統事故に対する発電機の保護機能、発電機設置によ

る短絡容量増加の抑制効果などを模擬実験により確認

した。

4.6.2エネルギー需給システムの環境影響評

価のための環境負荷原単位データベー

ス構築、およびその大気環境影響評価
エネルギー消費に伴う種々の環境負荷の推定とその

影響評価は本ユニットに不可欠な要素技術である。エ

ネルギーシステムの環境評価には、ライフサイクル思考

に基づく分析手法、いわゆるライフサイクルアセスメント

(LCA)手法が用いられる。エネルギーシステムの環境負

荷をライフサイクル的に評価する上では、ライフサイクル

インベントリ (LCI)データが不可欠であり、本課題では

最新の産業連関表に基づき各種環境負荷の LCIデー

タベースを構築した。また対象によっては、環境への影

響を地球温暖化、人の健康影響など種々の影響項目に

対するインパクト評価 (LCIA)として統合化することが

必要となる。本課題では、特に化石燃料やバイオマス燃

焼などにより排出される粒子状物質（エアロゾル）を対

一エネルギー利用に伴う大気環境負荷物質の発生
環境影 響
---------

犀]竺
輸送・反応.,

I火力発電所、鉄鋼、自動車、『 ＇ 変質・除去 :J-•-: 
パイオマス燃焼 、 • ● ● 

：地球放射収支 ：
----------------
-、彎~

， への影響 ： , _________ _ 

エアロゾルの大気

鉛直放射フラックス
分布への影響評価

象に、人の健康影響、気候変動に対する影響を環境リ

スクおよび放射強制力として定量的に算出する方法を

検討し、他の環境負荷項目による影響と統合化する上

での基礎データを提供することに成功した（図4.6.6参

照）。化石燃料やバイオマス燃焼に伴って発生する粒子

状物質 (PM)のうち、特に、人の健康影響に強く関与す

る空気力学径2.5μ_m以下の微小粒子 (PM叫 のわが

国における排出インベントリを、最新の2000年度版産

業連関表の各部門について推計し、 LCI分析のための

環境負荷原単位を求めた（図4.6.7)。また、エアロゾル

の気候変動（温暖化）への影響を推定するための物理

量である放射強制力（正は加熱、負は冷却）を評価する

ためには、エアロゾルの物理化学特性・存在量の分布

や時間変動などを正確に知る必要がある。しかし、従

来、衛星によるリモートセンシングでは地上における特

性取得が困難であった。そこで、地上における地表面反

射率及びエアロゾル性状の測定と衛星観測により得ら

れるエアロゾルの特性値を比較検証し、放射強制力を

評価することが可能となった。これらの結果は地球気候

モデル(GCM)への重要な入力情報を提供する。

4.6.3各種環境調和型エネルギー需給システ

ムの分析・設計・評価

エネルギー需給システムの分析・評価に関わる研究

については、独自にエネルギー消費置を調査すると共

に、新規な着眼点に基づいた種々の再生可能エネル

ギーシステム、 エネルギー利用システムの特性分析•最

適化に関わる研究を実施、提言をまとめた。

日本の多くの産業においては鉄鋼業が直接、間接的

に強い連関を示しており、その効率化が日本産業のエ

ネルギー生産性の向上のために必要である。そのため、

一環境負荷の間接性・波及性 大気環境負荷物質の発生

排出インペントリ
（空間分解能）

高度別放射強制力
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4. 各事業における成果の概要
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鋼材の効果的な利用が一つの方策として考えられる。

2000年の鋼材の消費構造における平均使用回数およ

び平均社会滞留時間は、それぞれ2.67回、 62.9年であ

り、鋼材の循環利用には建設用鋼材の回収率が大きな

影響をもつことが示された。例えば、土木建設用鋼材の

回収率を50%から60%まで引き上げると、平均使用回

数が3.17回、平均社会滞留時間が75.8年となる。また、

鋼材1回使用あたりの環境負荷誘発量は1.03t-C0it・

回であると推算された。特殊銅のマテリアルリサイクル

について家電製品を中心に調査した結果については、

家電製品をうまく解体しリサイクルすれば、レアメタルな

ど鉄鋼に含まれる微鑽元素の拡散を防ぐことができる

ことを示し、例えばステンレス鋼に含まれるクロム約6

万トン、ニッケル約2.6万トンを今後20年間で回収でき

ることを示した。

輸送用エネルギー消費については、旅客部門と貨物

部門それぞれについて自動車、船舶、鉄道、飛行機によ

る輸送について輸送に必要なエネルギーを輸送重量と

輸送距離で除することで定義した仮想摩擦係数（無次

元）という概念を用いて整理した。その結果、貨物につ

いては速度の自乗に比例して仮想摩擦係数が増加する

傾向がみられたが、旅客については時速110km付近に

極小点がみられた。これは、貨物では速度が主要な効用

と考えられるが、旅客については速度だけでなく空間の

確保といった旅行中の快適さも効用として評価されるこ

とに起因すると考えられる。
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図4.6.8

100 

速度 (km/h)

仮想摩擦係数と最適旅行速度

内幾

0. 0001 

10 1000 

4.6.4環境調和型エネルギー需給を実現する

ための教育・コミュニケーションシステ

ムの開発
エネルギーシステムの評価には、専門的立場からの

正確なデータとその分析が必要であるだけでなく、その

経済性、環境負荷、安定性、セキュリティなどの多角的

な観点、それらの正確なデータに基づいた論理的な思

考、総合的な価値判断、他分野の研究者との効率的な

コミュニケーションなど多様な能力が必要とされる。近

年、これらの能力の醸成方法として競技ディベートを用

,
'
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図4.6.9 大学院におけるディベート授業風景
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図4.6.11 中学における環境教育風景
（総合的な学習の時間における「ゴミから循環型社会を考

えよう」という授業テーマにおいて、「教科カリキュラム」と

「経験カリキュラム」の両方を含むエネルギー・環境教育力

リキュラムを作成し、授業を実施した。）

17.9%の削減効果

13.8%の削減効果

21.1%の削減効果
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エネルギー消費量(MJ/年）

図4.6.10省エネルギー可能性評価結果

いた学習が導入されており、本課題でもエネルギー科

学の研究者や将来エネルギー・環境分野での第一線

の研究者となることが期待される京都大学大学院エネ

ルギー科学研究科の学生を対象として、情報通信技術

を用いて効果的に上記能力の醸成を目指すネットワー

ク型ディベート支援システム (DEEVシステム）を開発

した。そして、アンケート調査などを通してその有効性

を確認した。 DEEVシステムは (1)事前入力、 (2)議論、

(3) 評価• 閲覧の3つのサブシステムから構成され、自

分の立論をツールミン議論モデルに沿って主張、論拠、

証拠の3項目に分けてシステムに入力する点に教育上

の大きな特徴がある。

エネルギー消費行動を決定する社会の価値観に関す

る研究も重要である。エネルギー消費に関する種々の

アンケート調査を広く実施して省エネルギー可能性を

エネルギー消費に伴って得られる効用と共に評価し省

エネルギー潜在量を推定した（図4.6.10)。また、エネル

ギー・環境教育に関しては、教育の有効性を評価する

ため中学校、高校において循環型社会や省エネルギー

についての授業を行い（図4.6.11)、実行が困難な省エ

ネルギー行動に対して教育が行動に与える影響を調査

した。その結果、教育は個人の倫理規範に最も大きく影

響を及ぼし、その結果として省エネルギー・環境行動意

図に作用することが明らかになった。さらに、テレビ・新

聞などのマスメディアによる情報、自治体・大学・NPO

が行う講座、あるいは図書館やインターネットといった

外的情報源が重要であり、エネルギー・環境教育と共に

これらの情報源を整備することが、エネルギー・環境問

題解決行動の促進に重要であることが明らかになった。

4.6.5合意形成促進を促進するエネルギー需

給システム環境影響評価のための拡張

可能なデータベースとモデル開発の枠

組みとプロトタイプの構築
また、前述した相互理解に関わる問題意識に基づき、

エネルギー・環境政策策定のための合意形成の促進を

目的とした数理モデル分析の枠組みを提案（図4.6.12)、

プロトタイプの構築を行った（図4.6.13)。具体的には、

•エネルギー・環境システム評価のための拡張可能（継

承可能）なデータベースの提案とプロトタイプ構築

•エネルギー・環境システム評価の標準化手法の提案と

プロトタイプの構築

を実施した。その基本的な考え方は、モデル分析の際

に利用した情報を可能な限り第三者が容易に利用でき
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4. 各事業における成果の概要
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拡張可能なエネルギー
情報データベース

モデル構築のためのデータ

ファイル
システム分析・計画を目的と

した数理モデル

モデル分析用データ

関連情報

モデル構築関連情報

（前提条件なとう
•一！モデル・シミュレーション
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政策立案担当者

一般人

による理解

図4.6.12 提案するモデル分析の流れ図

る形式でモデル自身に付加するという点にある。個のモ

デル化の枠組に基づいて、タイ国におけるバイオマス利

用のモテル分析を行い、バイオマス利用の際の市場政

策の重要性を指摘した。また、伝えるべき情報の選択

に関しても、近畿地方における電力の二酸化炭素原単

位 [ton-CO2/kWh]の推定問題を対象として伝達事項の

項目を具体的に示した。このような合意形成を指向した

モデル化の枠組は新規なものであり、今後、 データベー

スの公開、情報共有を目的としたモデル化インタフェー

スの開発などを通して普及することが期待される。この

二つの機能と、

•エネルギー・環境システム評価に関わる研究と教育の

設計と実施

•エネルギー・環境システム評価のための組織形成

の二機能とを併せたものが本ユニットの最終的な基

本機能となる。後半の二機能はエネルギー科学研究科

の機能の一部でもある。

従来の分析の枠組み

提案する分析の枠組

じ
関連情報と共に

一括管理すること

図4.6.13提案するモデル分析の枠組み

,
＇ 
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4.7 教育拠点形成

エネルギー科学研究科では、自然科学系と人文社会

科学系が融合した新しいエネルギー科学の学域の創成

を目標としている。博士課程では、それらの高度な科学

的知見に基づいて、環境への負荷や経済性を考慮して

エネルギー問題を解決する能力とともに、英語によるコ

ミュニケーションやプレゼンテーションが自由にできる

国際的な人材を養成する。そのために、多くの講義を英

語で行い、国際共同研究に参加する機会や、国際シン

ポジウムでの発表機会を積極的に設ける。修士課程に

おいては、カリキュラムを改善し、エネルギー科学教育

のための体系的な教科書を発行し、教育内容を充実さ

せる。また、積極的に留学生を受入れ、国際化を図る。

そのような目的を達成するため、本COEプログラム

では、主として博士課程学生に対し以下のような活動

を行った。

公募型研究助成も勇じ、競争原理・評価方式による若

手研究者の育成。

優秀な学生のRA、TAへの積極的採用により、教育

的訓練を通して、その報酬により経済的援助を行い、

研究活動に集中できる環境を整備。

国際エネ）因←科学スクー）l,O)開催およひ国際シン

ポジウムでの研究発表の奨励、旅費支給、国際的視野

の持つ若手研究者の育成。

国際交流の基礎となる英語能力を高めるため、外国

人講師による英語研修。

エネルギー科学教育のための体系的なテキスト（日本

語、英語）の執筆、発行。

以下に各々の活動について述べる。

4.7.1公募型研究助成
博士課程学生を対象とし、科学研究費の若手研究計

画調書に準じた計画調書を提出させ、計画調書に記載

された研究計画・実施方法・研究業績などを審査し、平

成14年度は55件の応募中25件を、平成15年度は51

件の応募中24件を、平成16年度は48件の応募中20件

を、平成17年度は44件の応募中21件（内1件は中途

退学のため辞退）を、平成18年度は35件の応募中20

件を採択した。

審査は、研究目的の妥当性（研究目的の検討、絞込

みが十分に行われており、目的設定が妥当である）、研

究実施の妥当性（研究の実施内容および実施方法が妥

当である）、目的達成の可能性（研究目的を達成し、成

果を挙げる可能性の高いことが見込まれる）の3項目に

ついて採点し (5点：非常に良い、 4点：良い、 3点：概ね

良い、 2点：やや劣る、 1点：劣る）、審査員全員の合計

得点によって評価した。応募者の希望があれば、評価を

開示している。助成額は、評価の高いものから順に70、

50、30万円の3段階とし、年度総額を1千万円とした。

1件当たりの額自体は小額であるが、研究における自立

化、自主管理能力の育成にむしろ期待した。

助成を受けた学生に対しては、最低限本 COEプログ

ラムが主催する国内および国際シンポジウムでの研究

発表、および終了報告提出を義務付けた。終了報告書

には受給期間中に投稿、掲載された論文リストを添付

させた。これら5年間の記録は別途保管している。

初年度以降の大きな変化は、研究計画調書を学生が

しっかりと書けるようになったことである。研究目的、実

施計画などを綿密かつ具体的に記述できるようになり、

このような競争資金を獲得する意欲が感じられるよう

になった。逆に、研究目的を具体化できていない学生の

応募は少なくなり、応募者数は減少した。

4.7.2 RA、TAへの採用
博士課程学生の経済的問題は避けて通れない。優秀

な学生を RA(リサーチアシスタント）やTA(ティーチ

ングアシスタント）として採用し、教育的訓練を通して、

結果としてその報酬によって経済的援助を行い、研究

活動へ専念できる環境を整えた。 RAについては指導

教官から採用願いの出た学生について、学生から現在

の研究状況や RAとしての役割を文書で提出させ、エネ

ルギー科学研究科の教育研究委員会で適性を判断し

たうえで採用している。平成14年度は5ヶ月の短期間

であったため、試験的に40名という多人数を採用した

が、平成15年度以降はその成果も踏まえて毎年15名

程度を厳選した。 TAは、学内経費による採用もあるた

め、若干名の採用にとどめた。

4.7.3研究発表のための旅費助成
国内外での学会、シンポジウム等に積極的に若手研

究者を派遣し、研究発表を通じて本COE活動を発信

するとともに、若手研究者の研究意欲向上に努めた。こ

のような助成があることで、これまで躊躇してきた海外

での国際シンポジウムヘの参加が容易になり、国際交

流の機会を増やせた。外国での国際会議への派遣を中

心に、平成15年度以降は毎年40件程度の旅費助成を

行った。
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4.7.4国際エネルギー科学スクール
国際エネルギー科学スクールは、教育拠点事業の一

環として、本COE対象の大学院博士課程の学生を海

外の大学、研究機関、またはエネルギー関連学会等に

派遣し、学術発表の機会を与え、現地の大学院生との

シンポジウム共同開催等により交流の場を設け、さらに

現地の特色のあるエネルギー関連施設の見学などを行

い、エネルギーや環境の分野で国際的に活躍できる人

材を育成することを目的として開催した。

第1回は、平成15年6月に米国イリノイ州シカゴのイ

リノイエ科大学 (IIT)において開催した。参加者は学生

9名、教員3名である。6月17日にはエネルギーおよび

環境関連施設の見学として、 GasTechnology Institute 

とChicagoCenter for Green Technologyの2箇所の見

学を行った。 6月18日には研究発表会を行った。プレポ

スクール参加者 (IITの発表会場にて）

3ヽ
- I""" 

... , ... 胃 l

冒

.. 量：l

スターとして口頭発表を5分ずつ行ったあと、ポスター

発表を行うという形式をとった。なお、日本側学生から

は1名がポスター賞を受賞した。 6月19、20日は2日間

にわたって第3回シカゴ中西部再生可能エネルギーの

ワークショップに参加した。

第2回は、2004年7月20日から22日までタイのパトゥ

ムタニ市にあるRajamangalaInstitute of Technology (RIT) 

において開催された。講演会は StudentPresentation on 

Energy and Environment for Sustainable Developmentとい

う名のもと、京都大学、 RITおよびTheJoint Graduate 

School of Energy and Environment (JGSEE) King Mongkut' 

s University of Technology Thonburiの3者により共同で

開催された。京大からは13名の博士後期課程学生が参

加し、 RITは3名およびJGSEEから15名の発表があっ

た。これらの講演は2日間、 "Solarand Wind Energy"、

ポスター発表会風景

チ乙 コこ
益

＇ 
発表会プログラムすべて終了後の全発表者
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"Waste Minimization and Utilization"、"AirPollution and 

Atmospheric Modeling"、"ClimateChange"、"Fuels

and Combustion"、"Energyand Environmental Policy"、

"Materials Technology"の計7つのセッションに分けて

ー会場で行われ、約150名の参加者があった。 第3日

はThailandScience Park内にある NationalScience 

Technology Development Agency (NSTDA)を訪問した。

本スクールを通じて、エネルギー・環境問題を議論の対

象とする場合には、各国に特有の問題と、全世界的に

共通して認識されている問題の二種類があり、相互に

交流することの重要性を一同が再認識した。

4.7.5英語研修
国際的に活躍する人材を育てるための基礎として、日

本人に欠けがちな英語を聞く、話す能力を向上させるた

め、特にプレゼンテーション能力を高めるため、ネイティ

ヴスピーカーを講師に招いて吉田、宇治両キャンパスに

おいて、少人数クラスで英語研修を継続的に行った。ま

た、学生がプレゼンテーションしている様子をビデオに

撮り、講師が具体的に修正すべき点を指摘するなど、視

聴覚機器も活用してきめ細かく指導した。このような指

導を可能にするため、講師には教育経験豊富な人材を

京都外国語大学の協力も得て採用した。

英会話教室風景

4 . 7.6 テキストの執筆 • 発行
エネルギー科学教育のための体系的な教科書の執

筆、発行を進め、平成15年度は、まず修士課程学生を

対象とした日本語の教科書、「エネルギー社会・環境科

学通論1」「同 II」「エネルギー基礎科学通論 1」「エネル

ギー変換基礎通論」「エネルギー応用科学通論」を完

成させた。これらは、それぞれ4専攻の修士課程の基礎

的科目であり、またエネルギー科学研究科全体のカリ

キュラムの中でコアプログラムとして期待されているも

のでもある。 16年度よりこのテキストを用いた授業が

可能となった。さらに、 16年度に「エネルギー基礎科学

通論II」を執筆、発行し、和文テキスト6分冊を完成させ

た。

「エネルギー社会・環境科学通論 1」(A4、110ページ）

「エネルギー社会・環境科学適論II」(A4、106ページ）

「エネルギー基礎科学通論 1」(A4、148ページ）

「エネルギー基礎科学通論II」(A4、198ページ）

「エネルギー変換基礎適論」 (A4、184ページ）

「エネルギー応用科学通論」(A4、157ページ）

続いて、 17年度には英文テキストを、 エネルギー科学

研究科の4専攻に加えて生存圏研究所も執筆し、以下

の5分冊を完成させた。4専攻では同名の博士課程の

英語講義でこれらのテキストを使用するとともに、生存

圏研究所においても広く啓蒙活動に使用している。

"Advanced Seminar on Socio-Environmental Energy 

Science" (A4, 125 pages) 

"Present and Future Trends of Fundamental Energy 

Science" (A4, 115 pages) 

"Advanced Energy Conversion Science" (A4, 186 

pages) 

"Advanced Energy Science and Technology" (A4, 180 

pages) 

"Space Solar Power Satellite and Microwave Power 

Transmission" (Naoki Shinohara) (A4, 102 pages) 

4.7.7今後の課題
以上が、教育拠点形成事業の主なものである。本プ

ロジェクトでは、博士課程在学中のプログラムの充実を

図ったが、しかしそれだけでは博士課程の根本的な解

決にはならない。修士課程修了で就職すれば幸福な将

来が約束されている状況で、あえて就職口がないかも知

れない博士課程に進学することは、進学するほうもさせ

るほうも二の足を踏むのは当然である。現在の状況で、

博士後期課程の定員充足率を上げるためだけに進学

者を増やそうとするのは、教育者として無責任である。

やはり、博士課程終了後、それに見合う就職先が確保

されているという状況をつくらないと、この問題は解決

しないであろう。大学自身はそれに反する改組、すなわ

ち若手の助手ポストを減少させるという政策をとってき

たことに、もっと反省すべきである。また、本当に社会が

多くの博士後期課程修了者を必要としているのか、適正

な博士後期課程定員の規模はどれくらいか、も含めて

検討すべきではないであろうか。
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4.8 国際（環境調和型）エネルギー情報センター

本21世紀COEプログラムでは国際（環境調和型）エ

ネルギー情報センターを設け、当初から次のような目的

を設定して活動を行った。全ユニットを含む総合的な国

内国際シンポジウムを開催し、海外拠点による国際共

同研究を進める。環境・エネルギーに関する各種データ

ベース構築を国内外の調査に基づいて行う。また市民

講座を定常的に開催するとともに、産学連携による共同

研究の推進を行う。更に本COEでの各種の成果や報告

を、広報誌およびニューズレターの発行やホームページ

を用いて国内外に向けで情報発信を行う。これらの目的

に対する具体的な施策として、国内・国際シンポジウム

や国際スクールを通して太陽・水素・バイオエネルギー

に関する国際情報の収集と発信を行った。この際、大学

院教育だけでなく、市民講座を開催し広く社会人教育

にも寄与するとともに、海外拠点を設け各国の事情に

合致したエネルギー研究開発への協力活動を行った。

また国際エネルギー共同研究事業として、既存分野・

組織の枠を超えて国際共同研究を推進するため、広く

国内外から第一級の研究者（人文社会科学系を含む）

を招聘し、先端的研究の世界的な拠点形成を行うとと

もに国際的な博土課程学生の教育の場とした。さらに、

産官学連携研究事業を推進し、新産業創生のため大学

シーズの産業界への効率的かつ積極的な技術移転を

進めた。これらの研究活動をホームページなどで間断な

く世に発信する広報活動にも注力した。具体的な実施

内容と成果を以下に記述する。

4.8.1海外研究拠点の設置
海外研究拠点設置の設置候補場所として、 2002年

度に5地域9研究機関が候補とされ、以後推薦された

候補も含め、海外拠点として適切な場所を絞り込んだ。

このなかでタイのラジャマンガラエ科大学の調査訪問

を2002年12月11日から15日まで、吉川逼教授ほか7

名が行い、タイ国文部大臣、ラジャマンガラエ科大学学

長、およびその他の関係者と面談し、交流および拠点

設置の可能性についての話し合いを進め、 2003年度に

バンコクオフィスをバンコク市内に設けるとともに、既

に協力協定を結ぶラジャマンガラエ科大学 (RIT)内に

国際共同研究のための実験室を開設し、以後タイ在住

の調査専門員の協力のもとで、アジアの多くの大学との

研究協力を進めた。 2004年度には、拠点設置以降の

情報収集、研究交流の成果をもとに、バンコクオフィス

を拠点に、タイにおけるCOEの国際事業などを共催し

た。また国際スクールをラジャマンガラ工科大学 (RIT)

のパツンタニキャンパスで実施した。 12月には HuaHin

で、 JGSEEと（エネルギ一環境合同大学院大学）の共

催による SEEMeeting (持続可能性エネルギーと環境

国際シンポジウム）を開催した。また、 RIT内に設けた

図4.8.1 KMUT内に設けられた5大学からなるエネルギー環境合同
大学院大学

また、 2003年11月に開設したバンコクオフィスは、バンコク
市内での諸大学との連携拠点、調査研究拠点という所定の

役割を果たしたことから、同じく2003年に開設した研究拠点
との連携効率化のため、 RMUTパトムタニー校（バンコク近
郊）への移転を行った。

図4.8.2 オフィスでの共同研究打ち合わせ風景 ,
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共同研究ラボを整備し、バイオマス資源量の調査や太

陽エネルギー利用などの共同研究をスタートした。その

一環として環境適合型材料開発に向けラボ拠点長のソ

ンマイエ学部副学部長を招聘し、エネルギー材料研究

における共同研究を開始した。 2005年度にはバンコク

拠点において太陽エネルギーなどの新エネルギー技術

開発をすすめるとともに、アジア地域との連携をすすめ

た。特に、タイ在住の調査専門員の協力のもとで、バン

コク周辺の大学との研究協力を行った。KMUT(キン

モンクット大学）や JGSEE、RITにおいて、京大での研

究活動を紹介するとともに、大気汚染物質サンプルの

微細構造・成分調査などを共同で進めた。 2006年度は、

JGSEEやRITなどの関連する大学との連携事業を実

施した。さらに、海外拠点における情報収集、研究交流

の成果をもとに、タイにおけるCOEの国際事業として

11月にバンコク市で第二回目の JGSEEと京大の国際

シンポジウムを開催した。多数の参加者が集まり海外

拠点を足がかりにした活動の成果と、アジアにおいての

これまでの活動が根付いたことを感じさせるものとなっ

た。

4.8.2国際エネルギーシンポジウムの開催
本21世紀COEプログラムでは国際シンポジウムや国

際スクールを通して太陽・水素・バイオエネルギーに関

する国際情報の収集と発信を行い、エネルギー研究開

発の推進を図った。

•環境調和型エネルギーに関する国際シンポジウム

環境調和型エネルギーに関する国際シンポジウム

(The 1st International Symposium on Sustainable 

Energy System)を三回にわたり開催した。アメリカ合

衆国、カナダ、フランス、オランダ、フィンランド、ノル

ウェー、オーストリア、タイ、インドネシア、韓国、中国、

ブラジル等から多くの外国人研究者が参加した。第一

回目は、平成15年3月13-14日にキャンパスプラザ京都

（京都）にて開催し、 358名の参加者を得て活発な討

論がなされた。初日には、本COEプログラムリーダー

による概要が説明され、太陽エネルギー、水素エネル

ギー、バイオエネルギー、エネルギー評価に関する国

際的なリーダーとして著名な研究者による基調講演が

なされた後、全ての分野の研究成果を一同に集めたポ

スター発表(112件）が行われ、それぞれの分野の専門

家のみならず、分野を越えた幅広い視点からの討論、

意見交換が活発に行われた。 2日目には、 6会場に分

かれての研究討論会が開催され、より専門的な立場か

らの活発な討論が行われた。また、ポスタ一発表、 2日

目の研究討論会においては、多数の学生にも発表、討

論する機会が与えられた。第2回目の同シンポジウム

は、平成16年12月17-18日に京都大学時計台記念館

にて開催した。各国からの参加者55名を含む357名

の参加者があり、太陽エネルギー（太陽光発電、宇宙
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太陽光発電、プラズマ）、水素エネルギー、バイオエネ

ルギー、エネルギー評価に関する幅広い視点からの活

発な討論、意見交換がなされた。初日は、辻副学長（当

時、以下開催当時の役職）、笠原本COEプログラムリー

ダーの挨拶に始まり、当COEの各研究ユニットの研究

の進捗状況についての講演がなされた。午後には、 6

名の招聘外国人学者による基調講演が行われた。 2

日目には、当COEプログラムの各研究ユニットに分か

れた分科会が5会場で開催され、個々の研究成果の発

表を含め、より専門的な立場からの議論、意見交換が

行われた。第3回目は、平成18年8月30日-9月1日に

京都大学時計台記念館にて行われた。海外からの参

加者54名を含む参加者総数は439名であった。初日と

2日目の午前中は、百周年記念ホールでの全体会議を

行った。尾池総長の挨拶により開始され、吉川本COE

プログラムリーダー、 Numyootラジャマンガラ工科大

学（タイ）学長の挨拶の後に、午前中は本COE研究ユ

ニットの研究進捗状況についての講演がなされた。初

日午後と2日目午前中には、世界各国の著名な研究者

による基調講演がなされ、幅広い視点から“持続可能

なエネルギーシステム＂について活発な討論が行われ

た。初日午後のポスターセッションでは、 123件のポス

タ一発表が学生によりなされ、 2時間に渡って活発な

議論が行われた。2日目午後と3日目には、6研究グルー

プに分かれての分科会が開催された。各研究グループ

の具体的な研究成果の発表とともに関連する学外か

らの研究発表が行われ、十分に時間をかけてより専門

的な立場からの活発な討論が行われた。

・「持続可能なエネルギーと環境」国際会議 (SEE

Meeting) 

第一回目は平成16年12月1-3日にタイ国のホアヒン

(Hua Hin)にてJGSEEと京大エネルギー COEが共

催Hした。 SEEとは、 SustainableEnergy and Environment 

（持続可能なエネルギーと環境）の略であるが、「皆

が一堂に会して」という「見る、出会う」の意味が込め

られた。会議の目的は、東南アジアを中心にエネルギー

と環境分野に従事する研究者、技術者、政策立案者

が集うことによって、「持続可能なエネルギーと環境」

についての研究交流を深めるとともに、アジアにおける

国際連携を進める事であった。共同開催のパートナー

である JGSEE(タイ国エネルギ一環境合同大学院大

学）は、 1998年にタイ国のエネルギー・環境問題に答

えるために、 5大学の合同大学院大学として発足した

ユニークな組織である。 2004年2月には当COEプロ

グラムとの間で協力協定が締結されている。本合同国

際会議は、この協定に基づき、 2つの組織が協力して、

持続可能エネルギーとその関連科学技術の現時点で

の進歩を発表し、科学技術によるアジア太平洋地域の

エネルギ一環境への寄与を検討することをアジア各国

に呼びかけ実現した。会議は、 320人を越える参加者

の下、 18カ国から200件を越える発表が行われた。第

二回目は平成18年11月21-23日にタイ国バンコクに

て開催した。本学より派遣の研究者、学生のほか、本

学以外の研究機関の共同研究者、学生を併せて、総数

350名の出席者数であった。日本以外からの出席者の

出身国は、タイを筆頭に、マレーシア、カンボディア、イ

ンドネシア、バングラデシュ、インド、イランのほか、オー

ストラリア、アメリカ合衆国、イギリスなど20カ国以上

であり、国際的な視点から活発な意見交換が行われ

た。先進エネルギー技術、再生可能エネルギー技術、

公害および気候変動、エネルギーおよび環境マネジメ

ントおよび政策などに関する230件の研究発表の内、

160件が口頭発表で行われた。 6カ国のカントリーリ

ポートも発表され、産官学のいずれにおいても国際協

調のためにネットワークを構築する重要性を再認識す

る貴重な機会を生むことができた。

4.8.3国内シンポジウムの開催
持続可能な社会を実現するためには環境調和型エネ

ルギーシステムを実現し、未来にわたってエネルギーの

安定な供給を確保することが緊要である。本プログラム

が採択されて以来、本稿執筆時点までの4年間に亘り、

2回の国内シンポジウム（東京および京都）を開催した。

第1回国内シンポジウムは平成15年1月21日に本

COEプログラムを全国的に紹介することを目的として、

東京有明のTFTホールで開催した。参加者は282名

（一般137名、京大関係者145名）であった。シンポジ

ウムに先立ち、本プログラムのベースとなった研究内容

について6件のポスタ一発表を行い、熱心な議論が交

わされた。シンポジウムは、長尾真京大総長（当時、以

下役職は開催時点のもの）の開会挨拶に続き、小松親

次郎文部科学省高等教育局主任大学改革官に来賓挨

拶を戴いた。その後、各ユニット、事業の説明を行った。

また江崎玲於奈芝浦工業大学学長から「限界への挑戦

～テクノロジー・イノベーション～」、桝本晃章東京電力

副社長から「21世紀のエネルギー問題を考える～効率

利用最適化社会を目指して～」、西岡幸一日本経済新

聞社論説副主幹から「産業記者から見るCOE」と題し

たこ講演をいただき、大きな盛り上がりを見せた。

第2回国内シンポジウムは、プログラム採択後、 1年＂ 49 
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図4.8.4 国内シンポジウムの様子

半の時点で構成メンバー全員による成果報告会をかね

て、平成16年3月8-9日の2日間、京大会館（京都市左

京区）で開催した。本COEプログラムの目的や方法、成

果等について参加者からの批判、批評を受ける機会と

することが大きな目的であった。同時に産学分野の有

識者に 「環境調和型エネルギー」に関する講演を依頼

するなど、広い視点からの指導的意見を取り入れること

も目的とした。参加者は250名、展示パネルは150枚を

数える盛況となった。初日に尾池総長の挨拶、各ユニッ

ト・事業の全体説明に引き続きトヨタ自動車株式会社

瀧本正民専務取締役から「将来の自動車」、また大阪工

業大学西川学長から「エネルギー科学技術の発展と人

材育成」と題された基調講演が行われ、夕刻、諮問委員

会が開催された。それに引き続き、ポスターセッション

と懇親会が開催された。外部からトヨタ自動車、関西電

カ、大阪ガス、日立造船、シャープ、三菱電機などの多数

の企業関係者が京大の教官学生と活発な議論が繰り

広げられた。また、 2日目午前中は著名な研究者による

招待講演を中心に進行し、環境調和型エネルギーに関

してより具体的な研究発表が披露された。日頃は文献

でしか知りえない他機関の研究者や企業の第一線の研

究者と直接接触できるので大学院生諸君は大いに触発

され、ロビーで議論の輪が広がった。

これら国内シンポジウムの開催、共催事業に引き続

き、最終年度の平成19年 (3月12-13日）には本COEプ

ログラムの総括として、これまでの活動、成果、拠点体

制の確立についての普及及び広報をすべく最終報告会

を京都大学時計台記念館にて開催する。

4.8.4エネルギ一環境調査
研究教育拠点としての基本的な機能は、人と情報が

そこに集まり、そこから能力のある人が育ち、新たな付

加価値を有する情報が発信されることである。そのた

めに不可欠な基盤設備として、必要な情報を容易に入

手できる研究教育環境、すなわち「研究教育情報サー

バー」がある。既存のデータであっても、その入手に何ヶ

月も要する場合がある。また、各種一次データの統計

処理のノウハウも効果的に引き継がれているとはいえ

ない。研究情報の利用効率の善し悪しは、特に複合領

域研究においては新たな研究の誕生や成否を左右する

といっても過言ではない。教育環境についても同様であ

る。このような非効率的な研究教育環境を改善し、研

究教育の労力を有意義な作業に注ぐことができるよう

にすべきである。ただし、膨大な情報をー朝ータにデー

タベース化することは不可能であり、まずは、エネルギー

環境に関する既存情報、埋没情報（既に存在するが第

三者の目に触れることのない情報）を大学内外の研究

者および学生に提供できるプロトタイプの構築を目指

した。具体的には、

有用な公開可能データのデータベース化とネットワ―

ク上での提供、

各研究室所蔵データのリスト作成、

公開困難な陣報については入手方法所蔵場所など

の情報を提供

から手がけた。内容としては、超長期、国別、種類別、年

度別エネルギー需給量、各種エネルギー資源埋蔵量、

各種機器効率、用途別エネルギー需要、エネルギー変

換効率、エネルギー変換設備、各種 LCI結果、などを想

定した。なお、この情報サーバーの構築作業を適して、

研究教育情報サーバーに付与すべき機能についても検

討を進め、付加価値のある情報の発信を探った。

エネルギー需給データベース、エネルギー変換•利用

技術データベース、エネルギー研究情報データベース、

の3データベースについて、その作業の枠組みを検討し、

実際に調査、入力することにより各データベースのプロ

トタイプを構築した。そのデータや情報については、で

きる限り1次データ、 1次情報まで遡って調査を行った。

エネルギー・ 環境問題の対応策は、その国、歴史、

地理、文化などの特徴によって大きく異なる。そのた

め、検討の対象とする地域の特徴を考慮した問題の

分析が重要となる。そこで、タイ国バンコク市に開設さ

れた21COE拠点事務所を中心として、 JGSEE(Joint 

Graduate School of Energy and Environment)の協力を

得て、バンコク近郊の籾殻発電所2箇所を見学し、そ

の発電所の運転特性、そして籾殻流通の実態につい

てインタビュー調査を行った。また、籾摺場 (Rice-Mill

Plant) 5箇所を訪問し、籾殻の販売経路の調査を行っ

so 
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た。また地域特性を考慮した分析と並行して、タイ国全

土での再生可能エネルギーの分布データの調査、利用

可能性評価を目的として、リモートセンシングデータの

活用の検討を開始した。具体的には、宇宙航空研究開

発機構 (JAXA,JapanAerospace Exploration Agency) 

の協力を得て、タイの GISTDA(Geo-informatics and 

Space Technology Development Agency)などを訪問す

るとともに、関連する利用可能データの調査とその利用

可能性の検討を行った。さらに、エネルギーシステム評

価モデルにおける利用を目的として、エネルギー変換な

どに関わる新技術の特性データベースの構築作業を進

めた。多くの研究者による更新可能な永続的データベー

スとするために、著作権を考慮しながら、オリジナルに

近い情報源の確保に留意した。

4.8.5産官学連携に関わる事業概要
平成14年9月18日に開催したエネルギー科学研究

科・エネルギー理工学研究所産学連携シンポジウムの

成果を引き継ぐ形で、本COEにおいて産学連携シンポ

ジウムを継続的に開催することで、産学連携の強化を

すすめた。また、既に実績のある事例について産学等共

同研究の状況の紹介等も行った。また毎回、産学連携

の観点から大学、企業からさまざまなテーマについて特

別講演を設定した。技術シーズは、まず口頭でのプレゼ

ンテーションを行い、その後ポスター形式での出展を

行った。毎回、活発な情報交換が行われ、いくつかのシー

ズについては、共同研究等の話に発展した。単なるシー

ズ提供にとどまらず、産業界と共同で社会のニーズを吸

収・昇華して新しい技術を創造することを目標とした。

最終年度には参加者も120名を超え、例年同様熱気に

あふれる会であった。経営トップから研究者まで多彩な

顔ぶれで、職種も多岐にわたっており、第4回を数えた

図4.8.5 講演中の会場の様子

この産学連携シンポジウムが、産業界に定羞したことが

窺われた。以下に開催データを記載する。

表 産学連携シンポジウムデータと特別講演

第一回平成15年11月19日

提案技術シーズ23件、参加人数100名超

松村雄次大阪ガス株式会社副社長「エネルギー産業における

環境技術への取り組み」

長尾真京都大学総長「21世紀における京都大学の研究」

第二回平成16年11月24日

提案技術シーズ23件、参加人数70名超

松重和美京都大学副学長（国際融合創造センター長、ベン

チャービジネスラボラトリー施設長、知的財産企画室長、工学研

究科教授）「京都大学を核とするイノベーション創出拠点形成」

伊藤靖彦同志社大学教授（京都大学名誉教授、（株）イオックス

取締役）「大学発ベンチャー（株）イオックスの設立と、発展へ

のロードマップ」

第三回平成17年11月24日

提案技術シーズ21件、参加人数70名超

松本紘京都大学副学長・研究担当理事「環境調和型エネルギー

の産官学民連携ー京大21COEプログラムの光る個性に期待す

るー」

田邊敏憲株式会社冨士通総研経済研究所主席研究員（京都大

学エネルギー科学研究科客員教授）「自給率50%に向けた産

業構造改革と政策措置」

第四回平成18年12月11日

提案技術シーズ17件、参加人数120名超

吉）II逼エネルギー理工学研究所教授「持続可能なエネルギー

システムを目指して」

清水正文シャープ株式会社技術本部新材料技術研究所所長

「太陽電池技術開発の現状と将来展望」

4.8.6市民講座
21世紀のエネルギー・環境問題に対峙し、エネルギー

少消費型社会を形成して持続可能な社会の基盤を築く

ためには、産官学の努力とともに、国民一人一人の自覚

と協力が不可欠である。この観点から、本COEにおける

社会的活動の一環として、新エネルギーや環境問題を

テーマに、第1回（平成15年10月25日京都市）から第

47回（平成17年9月4日愛媛県松山市）まで全国で市

民講座を開催した。

この講座では、各回で講演内容に沿ったテーマを設

け、基本的に京都大学からの講師2名と地元講師によ

る講演に加えて、講演後に総合討論を実施し、こ参加い

ただいた皆様とともに各地域の特徴・課題等を踏まえ

た議論を展開した。これらテーマの設定、地元講師の紹

介、市民への広報、等については、自治体のエネルギー・

環境対応部局の方に多大なこ支援をいただき、それぞ

れ特徴のある市民講座となった。また、広報活動には、

讀賣新聞および地元新聞への掲載や、開催地域近隣の

教育機関への案内のほか、自治体関連のNPO法人、な ー
51 
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ど各種市民団体にもこ協力いただき、全体で3000名近

い方々の参加を得ることができた。地元講師として、主

にNPO・ 市民団体や地元の大学、自治体関係者の方々

から各地域の特徴を捉えた話題をこ提供いただき、総

合討論に加わっていただいた。参加者は50~70オの

方が多かったが、 30オ前後の方も多数お越しいただい

た。また、開催規模として大半は30~50名で行ったが、

100名を越えてこ参加いただいた場合も数回あった。こ

の活動を通して、エネルギー問題、環境問題を市民の

皆様にできる限り易しく説明し、理解していただき、そ

れにより少しでも多くの人が自分達自身の問題として捉

え、エネルギーの削減・環境の保全に取り組んでいただ

くことに貢献できたと考えている。

さらに、全国47都道府県での開催が一回りしたこと

を機に、それまでCOE事業の一環として取り組んでき

た市民講座の活動を総括して、今後の発展に繋げるた

めのシンポジウムを企画し、 2005年11月11日に京都市

で開催した。この総括シンポジウムでは、市民講座の内

容と成果を報告するとともに、基調講演として日本およ

び京都における地球温暖化防止への対応についてお話

いただいた後、国、自治体、市民団体、大学関係者によ

るパネルディスカッションを行って、国としての様々な取

り組みや、自治体および民間レベルでの環境活動、大学

の役割、等を討論し、民産官学の連携について市民の

皆様とともに考えた。

4.8.7広報事業
出版物としての広報誌（和文版・英文版）に加えて、

京都大学大学院エネルギー科学研究科、エネルギー理

工学研究所および生存圏研究所のホームページで逐

次21世紀COE「環境調和型エネルギーの研究教育拠

点形成」に関する最新情報の公開を行った。また、速報

性に配慮し、 2003年度以降はニューズレターを年2回、

全7号まで発行し、英語版も発行した。

岱
c径 気 裔

広報誌（和文版・英語版）

4.8.8今後に向けて
以上が、国際（環境調和型）エネルギー情報センター

の主な活動である。エネルギー問題は極めて国際的で

あるため、エネルギー・資源・環境に関する正確な情報

を収集して現状・将来展望を正しく認識し、政策・立案・

提言に寄与するとともに、得られた研究成果をわかりや

すい形で提供していくことが重要である。このような観

点のもとに行った国際シンポジウム、国内シンポジウム

では、本COEでの研究成果を随時発信でき重要なテー

マについて高いレベルでディスカッションが行うことが

できた。参加者も多くの外国人を含め、学生も参加する

ことで教育の場としても機能させることができた。多く

の学生が視野を広げ、そのような場で受けた剌激は研

究にも反映したに違いない。また、情報発信とともに、

共同研究を生み出す機会とした産学連携シンポジウム

は大いに盛り上がり、最終年度には特に多くの参加者

を集めるに至った。われわれの活動が認知され、定着し

たことを感じた。同様に市民講座での開かれた教育も

かなりの反響があった。このように、本センターでの多く

の事業の成功から、本COEプログラムにより拠点形成

は達成できていると感じられるが、今後の継続のために

は、少なくともこれまでと同様の努力を我々は続けてい

かねばならない。
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